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≪概要≫ 
近年，都市内高速道路を主とした重交通路線において，鋼橋の疲労損傷が頻発し，その
対応が急務となっている．そのうち，鋼床版と鋼製橋脚における疲労損傷は，直上交通や
橋梁全体の安全性に対する影響は大きく，損傷が進展して路面陥没や落橋に至った場合の
被害は甚大であることから特に重要である．よってこれらに着目した調査研究を行い，有
効な対策を提案した． 
研究対象は，鋼床版においては閉断面縦リブ（Ｕリブとデッキプレート縦溶接部）と開
断面縦リブ（バルブリブと横リブ交差部）および鋼製橋脚においては隅角部の疲労損傷で
ある． 
 鋼床版Ｕリブとデッキプレート縦溶接部疲労損傷については，都市内高速道路として交
通遮断を避ける必要性から，供用下の桁下面から実施可能な現場再溶接に着目し，実施可
能性を検証した． 
鋼床版バブルリブと横リブ交差部疲労損傷については，当該部の構造ディテールが古い
橋梁での対策として，Ｌ型アングルをボルト添接する対策手法を新たに提案した． 
鋼製橋脚隅角部については，国内で初めて疲労損傷が発生，補修した隅角部にき裂が再
発したものについて，過去の対策を再評価し，新たな対策手法を提案した． 
 
 ≪各章の要旨≫ 
第１章では，都市高速道路の鋼橋における疲労損傷の発生状況を含む本研究の背景と目
的，既往研究の概括，および本論文の構成を示している． 
 
第２章では，鋼床版 Uリブとデッキプレート縦溶接部疲労損傷への対策手法を提案した． 
U リブ縦溶接部損傷は主に溶接のど厚不足が原因と推定されているが，その対策工事の
ために直上交通を遮断することは，都市内高速道路では著しく困難であるため，桁下から
の施工が可能である手法の確立が喫緊の課題であった．そこで現場再溶接に着目し，供用
下での溶接の可否について検証した．実橋を模した試験体による施工性試験や，供用下に
おける溶接部の開口変位と振動を現地計測し，その影響について総合的な検討を行った結
果，溶接品質を確保できることを新たに明らかとした．本手法は平成 17年度に施工し，平
成 24年度の最新の点検において新たなき裂は確認されていない．その後も溶接補修に関し
て各機関で検討が続けられているが，この研究がその先駆けとなっている．  
 第３章では，鋼床版バルブリブと横リブ交差部疲労損傷への対策手法を提案した． 
当該部の疲労損傷は横リブの局部せん断変形に伴うまわし溶接部への応力集中によると
推定されており，スカーラップやスリットの構造ディテールは改良されて来ているが，古
い構造ディテールの橋梁において損傷が多発しており，対策手法の確立が必要となった．
これに対し，縦リブと横リブを L 型アングルでボルト添接し，スリットを閉塞するという
手法を新たに提案した．これにより，スリット上部および下部両方のまわし溶接部の応力
を低減できることがわかった．その後，他の鋼床版橋でも同様の損傷が頻発していること
から当手法を実施した先行事例となっている． 
 
第４章では，過去に国内で初めて鋼製橋脚隅角部に疲労き裂が発見され，補修を行った T
型単柱に再発した疲労き裂について，対策手法を検討した． 
当初の補強リブは隅角部の応力低減をもたらしている反面，リブ先端部溶接部には応力
が集中しており，今後も損傷再発が懸念されたため，ボルト添接による新たなあて板補強
により隅角部全体の応力低減を図ることとした．また応力低減効果の高い既存補強リブと
併用することにより，あて板サイズを標準設計より四分の一程度に縮小することができた．
現在，隅角部補強として様々な対策が講じられているが，今後損傷が再発するケースが予
想され，これはその先駆的な研究と位置づけられると考えられる． 
 
第５章では，本研究を総括し，今後の課題について述べている． 
 本研究は，鋼床版 U リブ縦溶接部の供用下での現場再溶接手法，バルブリブと横リブ交
差部スリットの L 型アングルによる閉塞による疲労損傷対策手法，および鋼製橋脚隅角部
損傷の再々発防止手法を新たに確立していることから新規性があり，またこれが実橋にお
いて採用，実施されていることから有用性がある． 
今後の課題としては，このような疲労損傷は増加傾向にあるが，その原因究明は未だ不
十分であり，それに対する対策も試行錯誤であることから，今後更にそれらに対する研究
が必要である． 
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第１章 序論 
 
１． １ 研究の背景 
１．１． １ 都市内高速道路における鋼橋疲労損傷の現状 
日本の都市内高速道路は用地確保の制約上，高架を主体とした構造となっている．阪神
高速道路および首都高速道路は都市内の自動車専用道路であり，共に総延長の約 8 割が高
架橋で，そのうち約 8 割が鋼桁区間となっている．これが土工区間を主体とする都市間高
速道路と大きく異なる点である．阪神高速道路は 1962（昭和 37）年 に，首都高速道路は
1964（昭和 39）年に一部区間が開通して以来延伸し，供用延長は平成 26 年現在，それぞ
れ 259.1kmと 301.3kmに達している． 
都市内高速道路を主として，重交通の路線では昭和 50年前後より鋼橋に疲労が原因と考
えられる損傷が発生している[1-1],[1-2]．当時，主桁腹板切り欠き部，ソールプレート取付
け溶接部 ，I 桁支点部横構取付けガセット付近等にき裂が発生し，対策が取られている。
阪神高速道路では昭和 58年に，鋼単純合成 I桁の横桁，対傾構との取り合いリブ（ウエブ
ギャップ）の溶接部，本体およびその付近にかなりの数のき裂が発見された．この損傷は
床版と横桁あるいは対傾構との回転角差に伴う首振り現象の繰り返しや，溶接不良の影響
等が考えられたため，き裂未発生部を含め，板厚を増厚したリブに半円切り欠きを施した
ものと取り替える事により対策を行っている[1-2]． 
図-1.1 に阪神高速道路において平成 10 年度から 21 年度の定期点検時に発見された，鋼
桁の Aランク（要補修）損傷数の年度推移を示す．さび・腐食やボルト損傷と並んでき裂・
溶接割れの割合は高く、かつては横桁取合部（ウエブギャップ）損傷が多かったが、前述
の対策を施したことにより平成 13年頃までに激減し，それ以降は鋼床版でのき裂・溶接割
れ損傷が増加している。 
同様に，首都高速道路における平成 13年度から 18年度の定期点検等で発見された鋼構 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
漏水・滞水
本体さび・
腐食
端部さび・
腐食
亀裂・溶接
われ
HTB
ウエブギャップき裂 
鋼床版き裂 
図-1.1 阪神高速道路における鋼桁の A ランク損傷
数年度推移 
図-1.2 首都高速道路における鋼構造物のき裂
損傷部位の構成比[1-22] 
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造物損傷のうち，き裂損傷の発生部位構成比を図-1.2 に示す[1-3]．鋼構造物に発生した損
傷の約 50%がき裂損傷であり，鋼 I桁の損傷が最も多く，次いで損傷が多い鋼床版は近年，
損傷が目立ってきているとしている[1-3]． 
鋼製橋脚については，昭和 57年に隅角部の疲労損傷として日本で初めて発生した事例が
あり，その後，新たに損傷が発見されている[1-2],[1-4]. 
このように近年疲労損傷が増加している鋼床版や鋼製橋脚は，これまで損傷が発生して
いた二次部材と異なり，鋼床版では車両が直接載った床版の近傍でき裂が発生するため路
面陥没等直上交通への影響は大きく，また鋼製橋脚はき裂が進展しぜい性破壊に至った場
合，橋梁全体の崩壊に繋がりその被害は甚大であることから，対応が急務となっている． 
 
１．１． ２ 鋼床版における疲労損傷と課題 
（１）設備数量 
鋼床版は軽量で架設が容易かつその施工が速いため，死荷重を軽減する必要のある若齢
地盤区間の橋梁や長大橋および，阪神高速道路においては３号神戸線の震災復旧区間に多
数採用されている．1980 年以前は，主にバルブリブ等の開断面リブが採用されてきたが，
1982年に閉断面構造であるトラフリブの基準が整備され[1-5]，それ以降は鋼床版の縦リブ
の標準構造となっている．表-1.1 に阪神高速道路[1-2]と首都高速道路[1-6]における鋼床版
設備数を示す．首都高速道路と比較し，阪神高速道路ではバルブタイプ縦リブを用いた鋼
床版の延長割合が高いことがわかる．  
（２）損傷傾向 
鋼床版に発生する疲労き裂は，部位毎に特徴がある．代表的な疲労き裂発生位置と損傷
写真を図-1.3に，阪神高速道路および首都高速道路でのき裂タイプ毎の損傷径間数と発生割
合を表-1.2 に示す[1-6]．縦リブとデッキプレートの溶接部に発生するき裂としては，溶接
ビードを貫通するタイプ（タイプ①）と，デッキプレートを貫通するタイプ（タイプ①-s）
がある．U リブの溶接ビード貫通き裂（タイプ①）は，進展が早く，またき裂先端がＵリ
ブウエブに進展することが多いため，最終的には床組機能を低下させる恐れがある．デッ
キプレートを貫通するタイプ（タイプ①-s）は，Uリブのみに発生しているが，床組機能低
下への影響が大きいため，補修緊急度は特に高い．縦リブ突合せ部の溶接部のき裂（タイ
プ②）は，床板機能低下への影響は限定的であるが，き裂が進展するとタイプ①き裂に移
行する場合があり，注意が必要である．垂直補剛材とデッキプレート溶接部のき裂（タイ
プ③）は，デッキプレートへの進展や貫通も確認されており，き裂に誘発される舗装の損
傷が懸念される．縦リブと横リブ交差部のき裂（タイプ④）は，一般的にき裂進展が遅く，
デッキプレートへの距離も離れているため，床版機能低下への影響は限定的である．バル
ブタイプ縦リブの場合は，この部位にき裂発生しているものが大半である．またバルブタ
イプの場合，設計スペックの古い特定の鋼床版橋に損傷が集中している[1-7]． 
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表-1.1 都市内高速道路の鋼床版設備数[1-2],[1-6] 
 ※阪神高速道路は平成 23年 3月，首都高速道路は平成 19年 7月現在の設備数量   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.3 代表的なき裂発生位置と損傷写真 
 
表-1.2 き裂タイプ毎の損傷径間数と発生割合[1-6] 
           ※阪神高速道路は平成 18年 12月，首都高速道路は平成 19年 7月現在のデータ 
 阪神高速道路 首都高速道路 
縦リブの種類 径間数 延長(km) 径間数 延長(km) 
バルブリブ 729 42 451 25 
Uリブ 685 48 752 54 
合計 1414 90 1203 79 
損傷タイプ 
阪神高速道路 首都高速道路 
バルブリブ Uリブ バルブリブ Uリブ 
径間数 損傷数 径間数 損傷数 径間数 損傷数 径間数 損傷数 
① 縦リブとデッキ溶接部（ビード貫通） 0 0 22 119 2 3 83 502 
①-s縦リブとデッキ溶接部（デッキ貫通） 0 0 1 1 0 0 5 9 
② 縦リブ突合せ溶接部 0 0 14 36 3 7 47 193 
③ 垂直補剛材とデッキ溶接部 0 0 33 161 7 117 36 1102 
④ 縦リブと横リブ交差部 29 1210 37 293 33 950 38 1259 
⑤ その他 2 2 4 18 20 165 15 441 
合計 31 1212 111 628 65 1242 224 3506 
タイプ① タイプ② 
タイプ③ タイプ④ 
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（３）Uリブとデッキプレート縦溶接部ビード貫通き裂（タイプ①）における課題 
 新設の鋼床版については，平成 14年に改訂された道路橋示方書において，溶接ルート部
からの疲労き裂発生に対して，溶け込み量の確保による応力集中緩和が有効として，必要
なのど厚を確保するとともに，リブ板厚の 75％以上の溶込み量の確保が規定されているが
[1-8]，それ以前に製作された鋼床版は，相対的に溶け込みが小さいと考えられる． 
このタイプの損傷が発生した場合，対策には既存 U トラフをボルト添接により取り替え
ることが考えられるが，デッキ上面での施工が伴い，渋滞への影響から交通規制を極力避
ける必要がある都市内高速道路においては大規模な実施が困難である。今後，損傷個所が
増加することを考えると，交通規制を伴わない桁下面からの対策工法が必要とされる． 
桁下面から実施可能な工法としては，現場にて損傷溶接部を除去し，再溶接を行う方法
がある．溶接部の疲労耐久性には溶接品質が大きな影響を及ぼすが，特に供用下の現場溶
接は狭隘な作業環境や，絶えず変動荷重や振動を受けるような厳しい条件下にあるため，
その設計や施工にあたっては細心の配慮が必要となる．今後，当該部の対策に現場再溶接
を採用するためには，溶接品質を確保できる手法の確立が必要である． 
（４）バルブリブと横リブ交差部き裂（タイプ④）における課題 
当該部のスカーラップやスリットの構造ディテールは，溶接の施工性と開口による横リ
ブのせん断変形を考慮して改良されているが[1-8]，[1-9]が，阪神高速道路において現在損
傷が発生しているのはそれ以前に建設された橋梁であり，損傷数の全体に占める割合も大
きい．そのような，古い構造ディテールの橋梁における当該部の損傷要因推定と，対策手
法の確立が必要である． 
 
１．１．３ 鋼製橋脚隅角部における疲労損傷と課題 
鋼製橋脚隅角部は応力集中部位であり，梁および柱のフランジやウエブ鋼板が交差して
いるため溶接が集中していることから溶接内部に不溶着部が生じやすい構造であり，疲労
損傷が発生している[1-1],[1-2]．昭和 57 年に阪神高速３号神戸線の T 型鋼製単柱において
当該部の疲労損傷が国内で初めて発見され，同年に対策として補強リブが取り付けられた
が[1-10],[1-11]，兵庫県南部地震後の平成 7年に補強リブ溶接部に損傷が発見され，同年に
リブを追加することによる補強が行われた．その後，隅角部の疲労損傷が全国的に問題と
なり，平成 14年度に阪神高速道路全線において，隅角部を有する鋼製橋脚 1,199基（隅角
部数 11,527箇所）全数を対象に調査が行われ，141基に損傷が発見された[1-2]．また，首
都高速道路等の他機関においても同様に損傷が発生している[1-4]．その際に，３号神戸線
の T型鋼製単柱において，補強リブ溶接部に再度き裂が発見された． 
当該部の疲労対策としては，あて板により応力低減し疲労寿命を延命させる措置が取ら
れているが，抜本的な対策については確立されていない．今後，前述のような一度対策を
行った損傷の再発の可能性があり，検討が必要である． 
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１． ２ 研究の目的 
本研究は，都市内高速道路における既存鋼橋の疲労損傷のうち，直上交通と橋梁構造全
体の安全性への影響の大きい鋼床版と鋼製橋脚に着目し，鋼床版においては，U リブとデ
ッキプレート縦溶接部およびバルブリブと横リブ交差部，鋼製橋脚については対策済み隅
角部に再発した疲労損傷に対する有効な対策手法を立案することを目的とする． 
 
１． ３ 既往研究 
１．３．１ 鋼床版に関する研究 
（１）Uリブとデッキプレート縦溶接ビード貫通き裂 
ビード貫通き裂の歴史は古く，イギリスの Severn橋では，開通後 12年目の 1977年に，
Uリブと横リブ交差部におけるき裂とともに発見された[1-12]．このビード貫通き裂の原因
として，重交通荷重の繰り返しとのど厚や溶け込み量などが影響していると推察された．
疲労試験により，縦溶接部の溶接サイズや溶け込みを大きくすることで疲労強度が上がる
結果が得られたことから，これらのき裂の補修方法として，溶接のディテールの改善を狙
った現場溶接が用いられた．約 12.8kmに渡り縦溶接部を切断除去し，のど厚のアップ，溶
け込み量を増やした仕様の溶接補修を実施している．さらに，縦溶接部が面外曲げを受け
ることを明らかにし，疲労試験を行ない，のど厚部に生じる曲げ応力による S-N 曲線を構
築している[1-13]． 
わが国では，平成 2 年に阪神高速道路の 5 径間静定ゲルバー鋼床版箱桁に初めて発見さ
れた[1-14]．この橋梁は国内でUリブを鋼床版に用いた初期の頃のもので，供用後 20年程
度で裏当金を用いた U トラフリブ突き合わせ溶接部からデッキプレートとの縦溶接部にき
裂が進展したものが発見された．その発生要因の推定として，輪荷重載荷により溶接ルー
ト部へ引張力が作用するためとしているが，具体的な検証はされていない．対策としてはU
リブ部分取替えを採用している．しかし，当該桁は補修から 3 年後に兵庫県南部地震にお
いて甚大な被害を受け撤去されたため，対策効果の検証は行われていない． 
その後，重交通路線の鋼床版を中心に，ビード貫通き裂の発生が多数報告されている
[1-15]，[1-16]．このタイプのき裂の対応として，これまで様々な取り組みが行われている．
U リブのウエブへの進展しているき裂に対しては，U リブの部分取替えを実施した例があ
る．応急処置としてき裂の進展を防止するため，き裂先端部に切削による孔加工を設けて
いる[1-17]．さらに，デッキプレート上に剛性の高い鋼繊維補強コンクリート舗装を設置す
る工法が提唱され，存在しているビード貫通き裂に対して前述した孔加工を施し，き裂の
停留を図っている[1-18]．一方長いき裂が残存している場合は，進展の恐れがあるため，き
裂の処置の必要性が指摘されている．このようにビード貫通き裂そのものの抜本的な対策
が求められている． 
ビード貫通き裂の発生メカニズムに関しては，実際にき裂が生じた橋梁を対象とした応
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力測定と FEM 解析により，デッキのたわみと縦リブの変形によって溶接部に応力集中が
生じることが原因と考えられていた[1-19]．しかしながら，その後の疲労試験[1-20], [1-21]
では，ビード貫通き裂はＵリブウエブの直上載荷によって再現されており，必ずしもデッ
キや U リブの面外変形が原因ではないことが明らかになっている．また溶接補修部につい
ては，溶接条件によってはデッキ貫通き裂が発生しやすくなるという報告もあり[1-22]，ビ
ード貫通き裂の損傷メカニズムや有効な対策については未だに十分に解明・確立されてい
ない． 
（２）バルブリブと横リブ交差部き裂 
1997 年に発行された日本道路協会の「鋼橋の疲労」[1-1]には 1995 年までに発生した国
内の疲労損傷事例が網羅されており，このタイプの損傷も紹介されている．バルブリブと
横リブ交差部スリット部を対象とした FEM解析と疲労試験[1-23]では，スリット部上端に
はせん断変形に伴う高い応力集中が発生するとしている．新設の鋼床版については，平成
14 年に改訂された道路橋示方書[1-8]にて「縦リブが貫通する中間横リブまたは横桁では，
開口部の影響による剛性の低下に配慮しなければならない」とし，スリット上端幅やスカ
ーラップ形状等，交差部の標準的な形状を定めている． 
 
１．３．２ 鋼製橋脚隅角部に関する研究 
前述の昭和 57年に鋼製橋脚隅角部に国内で初めて発見された阪神高速 3号神戸線のT型
鋼製単柱の事例[1-10],[1-11]の後，平成 10年度に阪神高速 11号池田線橋脚の隅角部で延長
100mmを超えるき裂が発見され，補修を実施している[1-24]．その後，前述の平成 14年の
一斉点検において阪神高速道路の 141 基に損傷が発見されたが，他機関においても同様に
損傷が発生しており[1-4]，損傷状況調査およびボルト接合によるあて板補強が実施されて
いる[1-25]． 
 
１． ４ 本論文の概要と構成 
本論文は，全５章により構成される。以下に各章の概要を述べる． 
第１章では，鋼橋における疲労損傷の発生状況を含む本研究の背景，研究目的，既往研
究のまとめ，および本論文の構成を示している． 
第２章では，供用後 5 年で発生した，単純鋼床版 I 桁橋の鋼床版デッキと U リブ溶接部
疲労損傷の要因とその対策検討について述べている．損傷要因を推定するため，現地の溶
接形状寸法計測，き裂部サンプリング調査，現地応力計測を実施した．この調査の結果，
損傷は溶接部ののど厚不足に起因していることが推測されたことから，補修補強工法につ
いては，現場での再溶接により必要のど厚を確保する方法に着目し，その有効性を簡単な
面外曲げ疲労試験により評価した．また施工は桁下の狭隘な場所での上向き溶接となるこ
とから，現地での施工に先立ち，現況構造を再現した試験体を用いて溶接施工性を検証し
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ている．また供用下での溶接施工については，溶接部の現地での振動計測を実施すること
により施工可否判断および，施工管理条件を検討した． 
第３章では，供用 35年を経た 3径間連続鋼床版箱桁橋において多数発見された，横リブ
とバルブ縦リブ交差部のスリット上下部まわし溶接部疲労損傷の要因とその対策検討につ
いて述べている．先行して発見されたスリット下部まわし溶接部き裂の損傷要因を FEM解
析および現地応力計測により検討した．損傷要因は輪荷重載荷に伴うスリットへの応力集
中と考えられたため，山形鋼を縦リブと横リブにボルト添接（L型アングル付添接板）によ
り応力緩和する手法を用いて補修工事を実施した．その後スリット上部のまわし溶接部に
おいてもき裂が発生しているのが確認されたため，新たに FEM解析と応力計測により上部
まわし溶接部の損傷要因および，先行した下部補強（L型アングル添接板補強）の影響を検
討した． 
第４章では，過去に補強リブの溶接取り付けによる疲労対策が施された T 型単柱鋼製橋
脚隅角部に再発したき裂に対する損傷要因分析とその対策検討について述べている．当初
の補強リブの隅角部に対する応力低減効果を FEM 解析および応力計測により確認した上
で，その後発生した補強リブ取り付け溶接部の応力性状と隅角部全体の応力低減方法につ
いて検討した． 
第５章では，本研究を総括し，今後の課題について述べている． 
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第２章 鋼床版デッキと U リブ溶接部疲労損傷の要因と対策 
 
２．１ はじめに 
近年，重交通路線を中心に鋼床版の疲労損傷が多数報告されている[2-1],[2-2]．デッキプ
レートと U リブとの溶接部（以下，縦溶接部という）に生じるき裂の内，縦溶接部のルー
ト部を起点に発生し，のど部を破断させるき裂（以下，ビード貫通き裂という）は，実橋
点検の結果，き裂の進展が比較的早く，また発見時の長さも長くなる傾向がある．長くな
ったき裂は分岐し，デッキプレートや U リブエブに進展してそれらを破断させる恐れがあ
る．阪神高速道路では，兵庫県南部地震で被災して平成 9 年に再構築された鋼床版単純 I
桁橋において，供用後 5 年でビード貫通き裂が発見された．隣接の鋼床版橋では発見され
なかったことから，溶接欠陥やディテールを分析および比較評価を行い，疲労試験や施工
試験を実施して，現場溶接による補修工法を検討した[2-3]． 
現場溶接による補修については，昭和 50 年代に主に二次部材を対象とした実験・調査の
成果から，施工上の留意点が施工便覧として取りまとめられている[2-4]．またその後の研
究で，供用下において懸念される溶接欠陥を配慮するための施工上の制限値を規定した施
工指針[2-5]が取りまとめられている．前述の損傷橋梁での施工法検討では，この施工指針
を参照し，供用下で実施する縦溶接部の現場溶接補修について，施工性確認を行った． 
 
２．２ 損傷要因分析 
２．２．１ 損傷桁の概要 
平成 14 年度に３号神戸線の単純鋼床版 I 桁橋（神 S639）の，縦溶接部にビード貫通き
裂が発見された（写真-2.1，図-2.1）．損傷を受けた桁は兵庫県南部地震後に再構築され，平
成 9 年度に供用開始したが，5 年後の定期点検において損傷が発見されている．損傷は同一
工区の同形式の橋梁のうち本橋のみに発見されており（図-2.2），き裂は縦溶接部に 32 箇所
発生し，車輪が直接載荷する位置の直下に集中している(図-2.3）．橋梁の緒元は以下に示す． 
 橋梁形式：単純鋼床版 I 桁（支間長：34.25m） 
 幅員：全幅 17.6～23.8m（非常駐車帯拡幅部） 
 主要材料：SM570，SM490Y，SS400 
 部材厚：デッキ 12mm，U リブ 6mm 
 溶接部サイズ：すみ肉溶接（脚長 5mm） 
 適用道示：平成 8 年 
 工期：平成 7 年 5 月～平成 9 年 1 月 
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   写真-2.1 縦溶接部ビード貫通き裂発生状況         図-2.1 損傷概要図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.3 損傷桁のき裂発生位置および調査対象箇所 
K6 K5 K2 
D 
C 
き裂発生位置 
K2, K5, K6： サンプリング調査箇所 
C,D：応力計測箇所 
図-2.2 鋼床版橋平面図およびき裂発生状況 
き裂発生位置 健全桁（神 S640） 損傷桁（神 S639） 
き裂 
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２．２．２ 溶接形状寸法計測 
縦溶接部に損傷が発生している桁とその隣接して健全である桁において，溶接部の脚長
およびのど厚を計測した．また，計測箇所の内，のど厚が小さい箇所を選定し，かたどり
調査を実施した．調査結果からは，損傷桁のＵリブ溶接部の脚長は設計値 5mm を満たして
いるものの，のど厚推定値は 4～6mm 程度で隣接健全桁と比較して 1～2mm 程度小さいこ
とがわかった（図-2.4）． 
【損傷桁】                【隣接する健全桁】 
 
 
 
 
 
 
 
 
※数値は象りによる測定値，カッコ内数値は溶接ゲージによる測定値 
図-2.4 溶接寸法計測結果 
 
２．２．３ サンプリング調査 
縦溶接部からＵリブエブにき裂が進展している２箇所（K2，K5）および進展していない
１箇所（K6）において（図-2.3），図-2.5 のように部材の一部を切り出し，以下の調査を実
施した． 
（１）き裂破面・断面観察 
採取したサンプル開放破面に対し，破面形態の観察，SEM ミクロ試験を実施することに
より，破壊モードやき裂起点を推定した．さらにサンプルを破面垂直方向に切断し，断面
マクロ試験を行って溶接部の溶け込み深さ，ルートギャップ量を実測した．また，ミクロ
試験を行い，金属組織観察を行った．（図-2.6）． 
 
  
 
 
 
 
 
図-2.5 サンプリング状況図     図-2.6 き裂破面および断面状況図（K2,K5） 
サンプリング 
50mm 
70mm 
150mm 
切 断 線
 6.2 
(6) 
5.8 
(5) 
3.2 
(4) 
倍率×
拡大図 
12mm 
6mm 
(7) 
(7) 
 
8.0 
6.7 5.6 
(6) 
倍率×
12mm 
 
拡大図 
6mm 
 
50m 切断面 
破面観察 
S E Mミクロ試験 
破面観察
位置 1 2 き裂破面 
4 
3 
き裂面 
マクロ試験 
ミクロ試験 
50mm 
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各調査の結果を以下に示す（図-2.7）． 
a) 破面観察の結果，き裂は溶接ル－ト部の数箇所から発生し，ビード表面（写真下側）に
向かって進展し貫通している．き裂分岐部では破面に段差が見られる． 
b) き裂 SEM 破面には，溶接ル－ト部を起点として進展したことを示すストライエ－ショ
ンあるいはストライエ－ション状模様が現れており，疲労破面の特徴を示している． 
c) 断面のミクロ試験結果では，疲労き裂の起点となるような硬化組織に起因する溶接割れ
(低温割れ)あるいは不純物元素(S,P)に起因する高温割れ等は認められず，一般的な低炭素鋼
の溶接部組織であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
d)  断面マクロ試験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
き裂起点 き裂起点 
起点 
き裂分岐部 
き裂起点 
き裂進行方向 
ルート部 
溶接部 
き裂面 
16mm 15mm 
35mm 
a)  き裂破面観察結果（K5） 
b) き裂 SEM 破面 c) 断面ミクロ試験結果 
6.0mm 
3.5mm 
0.3㎜ 2.5㎜ 
5.3㎜ 
1.8㎜ 
K6 C-C 断面 K5 B-B 断面 K5 C-C 断面 
5.8㎜ 
6.0㎜ 
（一部拡大） 
100μm 10μm 
図-2.7 き裂破面・断面観察結果 
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d) 断面のマクロ試験結果では，溶接部ル－トギャップ量は 0.7mm～1.4mm 程度であり，
溶接溶け込み量は 0.3～2.5mm 程度であった．のど厚は仮付溶接部では 4.6～6.0mm であ
ったが，一般的な部分でののど厚は 3.5～3.9mm と小さい． 
（２）ビッカース硬さ分布測定 
マクロ試験体を用いて，母材，熱影響部および溶着金属のビッカース硬さ分布測定を実
施した．熱影響部の最高硬さ値は Hv 210 以下であり，溶接割れ(低温割れ)を懸念するほど
ではないと考えられる（図-2.8，図-2.9，表-2.1）[2-6]． 
 
表-2.1 ビッカース硬さ値一覧（K2，K5） 
サンプル 断面 
ビッカース硬さ値（HV) 
溶接金属部  熱影響部  リブ母材部 最高硬さ値 
K2 
A-A 187～190 150～188 147～158 188(190) 
B-B 183～195 156～183 150～165 183(190) 
C-C 190～201 152～197 143～167 197(201) 
K5 
A-A 182～193 164～199 153～169 199(193) 
B-B 190～204 162～187 151～171 187(204) 
D-D 197～204 188～210 164～180 210(204) 
※最高硬さ値は熱影響部とリブ母材部の値，(  )内は，溶接金属部の値を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.8 ビッカース硬さ試験およびマクロ試験結果（K5 D-D 断面） 
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図-2.9 溶接部ビッカース硬さ分布（K5） 
２．２．４ 応力計測 
（１） 試験車走行試験 
主桁，デッキプレートおよび U リブの応力状態を確認するため試験車走行による動的測
定を行った．試験は平成 15 年 12 月 2 日に実施され，図-2.10 に示す３軸ダンプトラック
（総重量 196kN）後輪左側中心が着目 U リブ中心（Case-1），U リブエブ中心（Case-2），
隣接 U リブとの中間部（Case-3），隣接 U リブエブ中心（Case-4）に載荷される 4 ケ－ス
を実施した（図-2.11）． 
図-2.12 に計測対象 U リブの位置図，載荷ケースごとの各測点（図-2.11）における動的
応力計測値の最大値を表-2.2 に示す．応力が大きい U リブエブの高さ方向応力度（測点 2，
5）に関して，載荷ケース１の場合，損傷桁（U リブ C）と健全桁（U リブ G）はほぼ同等，
その他のケースでは，損傷桁の方が健全桁より小さく，その比は測点 2 で 0.8～0.9，測点 5
で 0.7～0.8 と，測点ごとに見ると載荷ケースによらずほぼ同様な値となっている．その原
因として縦溶接部の脚長とのど厚が図-2.4（溶接ゲージによる値）に示すように,損傷桁で
5mm と 4mm，健全桁で 7mm と 6mm となっており，健全桁の方がそれぞれ大きいため剛
性も大きくなり，その結果応力が大きくなったと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.10 載荷試験車緒元 
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図-2.11 載荷ケースおよび測点位置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.12 応力計測対象 U リブ位置 
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表-2.2 損傷桁（U リブ C）と健全桁（U リブ G）の各測点の最大応力度（単位：MPa） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 応力頻度計測 
現地で平成 15 年 11 月 25 日に一般車走行時のひずみを 24 時間連続で計測し，レインフ
ロ－法により解析し応力頻度分布を把握し，疲労寿命を算出した．当該部位にき裂を発生
させる応力としては，溶接のど断面に作用する曲げ応力と考えられたが，疲労設計指針[2-7]
においてこのような応力状態を想定した疲労設計曲線は示されていない．よって，図-2.13
に示す牛尾らによる曲げを受ける部材の疲労試験結果[2-9]および実験式（１）を参照した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.13 のど厚部応力とき裂発生回数の関係[2-9] 
載荷
ケース
測点 損傷桁（①） 健全桁（②） ①／②
1 3.5 6.8 0.51
2 14.1 14.2 0.99
4 4.4 5.5 0.80
5 -17.8 -18.2 0.98
1 1.6 1.2 1.33
2 15.1 17.9 0.84
4 4.6 6.6 0.70
5 -19.9 -26.3 0.76
1 -2.3 -2.2 1.05
2 15.8 17.7 0.89
4 5.8 10.9 0.53
5 -23.3 -30.1 0.77
1 -2.1 -1.8 1.17
2 12.4 14.1 0.88
4 -2.2 -1.5 1.47
5 -17.2 -24.8 0.69
1
2
3
4
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（１） 
 
のど厚部の応力（σc）は直接計測する事が出来ないため，図-2.14 に示すようにデッキプ
レートから 20mm 離れた点の応力度（σｂ）を計測し，式（２）のとおり求めた．なお，
σb は応力頻度計測で得られた等価応力範囲を用いた． 
 
（２） 
  
ここに，t：Ｕリブ厚 6mm，ａ：のど厚(mm)，α：デッキプレートから 20mm 離れた位
置（計測点）に作用する曲げモーメント（Ｍb）と，のど厚部に作用する曲げモーメント（Ｍ
a）の比（Ｍa /Ｍb ）である．既往研究[2-9]では実大モデルの静的試験結果からαを 1.09 と
しており，ここでもα＝1.09 を用いる． 
想定する溶接のど厚は，き裂性状調査結果から損傷桁において最小値の 3.5mm，健全桁
において推定値の 6.0mm とした． 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.14 のど厚部応力と計測点の関係 
 
表-2.3 に疲労寿命推定結果を示す（対象 U リブ位置は図-2.12，測点位置は図-2.11，図-2.15
参照）．損傷桁で現在き裂が発生していない U リブ C, D において各計測点の疲労寿命を比
較すると，計測点 C-5 の値が４年と最も短く，この位置の縦溶接部にき裂が発生している
現状と符合している．また，C-5 と同一 U リブの主桁（G1）側計測点 C-2 の疲労寿命も５
年と短いが，こちら側の溶接線ではき裂は発見されていない．U リブ D では C の 3～20 倍
となっており，実際にこのライン上でき裂は発見されていない．現在き裂が発生していな
い健全桁の計測位置 G の疲労寿命は，損傷桁の計測位置 C に比べ大きく，き裂発生ライン
である計測点 5 でも計測位置 C の約 10 倍である 39 年の寿命を有している．これは主とし
て当該溶接部でののど厚差によるものである．  
 
 
 
+σc
+σ
b-σ
b
-σc
載荷方向
デッキプレート
リブ
計
測
点
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   Nσc ln345.053.7ln 
  bc at  
2
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表-2.3 疲労寿命推定結果 
測点 損傷桁 健全桁 
C D G 
2 5 年 14 年 97 年 
5 4 年 82 年 39 年 
 
 
 
 
 
 
図-2.15 着目 U リブおよび測点位置図 
 
２．２．５ 損傷要因分析 
以上の調査結果より，き裂はル－ト部からビード表面方向に進展しており，破面にはス
トライエ－ション状模様が認められ，疲労破面の様相を呈していた．縦方向溶接の熱影響
部付近の硬さは溶接割れを懸念するほどではなく，き裂が発生した溶接ルート部にも低温
割れや高温割れ等の溶接欠陥は見られなかった．また，損傷が発生した桁は損傷が発生し
ていない隣接する桁と比較して U リブエブの鉛直方向応力度が同等あるいは１～３割小さ
かった． 
以上より本橋に生じたき裂は溶接欠陥によるものではなく，溶接ル－ト部を起点とした
疲労き裂であり，早期に発生した原因としては，当該溶接部におけるのど断面が相対的に
小さかったことによるものと考えられる． 
 
２．３．補修補強工法検討 
２．３．１ 工法選定および課題 
今回の損傷が溶接部のど厚の不足に起因していることが推測されることから，補修補強
工法については，き裂部の補修はガウジング等により損傷部を除去した後再溶接，未損傷
部の予防保全（補強）は溶接に増盛りを施し，必要のど厚を確保する方法を中心に検討を
進めることとした．この溶接による補修補強工法は，当該路線が重交通路線であり迂回す
る代替路線がないことから交通遮断を極力避ける必要があったため，桁下面からの施工が
可能な工法として選択された．なお，この工法の課題は，難易度の高い上向き溶接の供用
下施工が余儀なくされることから，工場での実橋を想定した試験体を用いた施工性試験を
行うと共に，現地において振動等の計測を行い，その施工条件等について検討した．また，
補修後の疲労強度向上効果の確認のため，小型試験体による疲労試験を行った．  
測点 2 測点 5 測点 2 測点 5 
ＵリブＣ，Ｇ Ｕリブ D 
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２．３．２ 疲労耐久性向上確認 
今回損傷を受けた溶接部の溶接サイズやのど厚の調査結果を元にこれらに対する疲労試
験を行い，既往研究[2-9]により提唱されている曲げを受ける部材に対する S-N 曲線の適用
性を検討した[2-10]．部分試験体は図-2.13 に示す様に，幅および長さが 300mm の鋼板
（SM400）２枚を溶接接合して作成した．試験体の種類は表-2.4 に示すように溶接部のの
ど厚をパラメータとした３種類（全９体）である．デッキプレートおよびリブの板厚はそ
れぞれ 12mm および 6mm，リブの取り付け角度は 12.5 度，ルートギャップは無しとした．
溶接条件を表-2.4 に併せて示す．なお，実際の補修溶接では溶接ビード削除後 500mm ごと
に仮付け溶接を施しているが，この試験体ではそれらの影響は考慮されていない． 
 
表-2.4 試験体の種類および溶接条件 
試験体名 ＴＹＰＥ－Ａ ＴＹＰＥ－Ｂ ＴＹＰＥ－Ｃ 
試験体数 (体） 3 3 3 
のど厚目標値 (mm) 4 6 TYPE-A に 2mm 増盛 
溶接方法 被覆アーク CO2 半自動 
試験体制作 増盛り溶接 
被覆アーク CO2 半自動 
溶接材料 
種類 TB-43 NX-Z-200 TB-43 DW-100V 
直径 (mm） 4.0 1.2 4.0 1.2 
電流 （Ａ） 180 240 180 200 
電圧 （Ｖ） 25 30 25 24 
速度 (cm/min) 16 30 16 40 
 
 
載荷方法は図-2.16 に示す方向への片振りの変位制御とした．その変位量は，各タイプの
試験体１体目については，既往研究[2-9]の S－N 線図を参考にき裂発生回数が 50 万回程度
と予想されるのど厚部の応力範囲（200MPa 程度）となるように変位を決定したが，実際
の応力範囲は表-2.6 に示すとおり 183～299MPa 程度のばらつきが生じた.その他の試験体
については，１体目の試験結果でのき裂発生回数を踏まえてき裂発生回数が 50 万回程度と
想定される変位量へ変更した． 
のど厚部の応力はデッキプレートから 20mm 離れた計測点 4a，4b（図-2.16）で計測さ
れた応力（σｂ）を用いて式（２）のとおり求めた． 
式（２）より，各タイプ１体目（TYPE-A-1，B-1，C-1）それぞれの計測点（4a，4b）に
与えるひずみ範囲を表-2.5 に示すとおりとした．写真-2.2 に試験体載荷状況を示す． 
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図-2.16 部分試験体の寸法と計測位置 
 
表-2.5 のど厚部応力範囲が 200MPa となる時ののど厚応力度確認ゲージ（計測点 4a，4b）
のひずみ範囲 
 
 
 
 
 
    *) のど厚は非破壊検査結果による推定溶込み量より算出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.2 試験体載荷状況 
 
 
 
 
 
反力壁 
固定治具 
 
デッキ 
 
リブ 
 
載荷 
 
のど厚*)
a (mm) σ b　（Mpa) ひずみ範囲（μ ）
A-1 4.4 99 490
B-1 5.6 160 800
C-1 6.6 222 1110
供試体名
のど厚応力度確認ゲージ
ひずみゲージ
載荷方向
4a 4b
1～3a 1～3a
デッキ
300 300
リブ
30
0
4a
1a 2a 3a
1
0
2
0
80 70 150
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試験は疲労き裂モニタリング用ひずみゲージ（ビード止端から 10mm）出力を 1000 回ピ
ッチで記録し，出力が５％低下した繰り返し回数を疲労き裂発生回数とした（図-2.17）．試
験から得られた各試験体のき裂発生回数を表-2.6 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.17 疲労試験結果（Ａ－１試験体） 
 
表-2.6 のど厚部の応力範囲とき裂発生回数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また表には比較のため，既往研究[2-9]と同様に「溶接部より 20mm 離れた位置のひずみ
範囲が 10％低下した回数をき裂発生回数 N’」として整理した結果も併記している．なお，
表中ののど厚は破断後の試験体から計測した代表的な 3 断面での平均値である．ただし，
C-1 試験体は破断せず 250 万回で試験を終了したため，試験体製作時に行った試験体端部
のマクロ結果から算出した． 
図-2.18 に，溶接部より 20mm 離れた位置（応力計測点）での応力度と疲労き裂発生回数
との関係を，既往研究[2-9]の S-N 関係をのど厚ごとに整理した曲線とともにプロットした．
試験結果は S-N 曲線とよく合致しており,のど厚を増加させることにより疲労強度を高める
効果があることがわかる. 
のど厚
（mm） N（5%） N'（10%）
A-1 3.6 99 299.8 131000 326000
A-2 3.8 108 293.5 364000 472000
A-3 4.4 133 269.6 169000 295000
B-1 5.1 160 241.4 305000 537000
B-2 5.5 160 207.6 293000 511000
B-3 5.5 132 171.2 643000 1208000
C-1 6.9 222 183.0 1672000 250万回以上
C-2 7.0 335 268.3 182000 252000
C-3 7.0 286 229.0 175000 632000
き裂発生回数のど厚部
応力（Mpa）
ゲージ
応力（Mpa)
供試体
ひ
ず
み
の
初
期
値
と
出
力
値
の
比 
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図-2.18 応力測定点応力度と疲労き裂発生回数の関係 
 
図-2.19 に表-2.6 に示す疲労試験結果を既往の S-N 曲線にプロットしたものを示す．図に
示すように試験体のタイプに関わらず，き裂発生回数は提案式の±2S（S:標準偏差）の範囲
内となった．このことから今回用いた試験体諸元に対し，既往研究[2-9]の提案式が適用可
能であると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.19 のど厚応力とき裂発生回数の関係 
1
10
100
1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07
疲労亀裂発生繰り返し回数 N（cycle）
の
ど
厚
部
応
力
範
囲
　
σ
c（
kg
f/
m
m
2 )
文献1
 ひずみ10％低下時
 　TYPE－A　●
　 TYPE－B　▲
　 TYPE－C　■
 
ひずみ５％低下時
　 TYPE－A　○
　 TYPE－B　△
　 TYPE－C　□
Logeσ c＝7.53-0.345LogeN（σ c：Kgf/mm2単位）
-2S
{ }
　
内
数
値
（M
pa
)
｛9.8｝
｛98｝
｛980｝
本試験
＋2S
S：標準偏差（0.183）* 文献[2-9] 
既往研究による S-N関係 
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現地で測定した応力頻度測定の結果を用いてこの S-N 曲線から損傷桁の疲労寿命を算定
するため，疲労設計指針では非超過確立 97.7％の下限値を設計値に用いていることから，
-2S となる式（３）を用いることとした． 
                   
（３） 
 
損傷桁における着目部（図-2.15）ごとの補強前後の疲労寿命を表-2.7 に示す．既にき裂
損傷が確認されている溶接線 C-5 では，実験結果の下限値の式（３）に基づく疲労寿命は
１年と非常に短い値を示している．しかし，き裂除去後再溶接にてのど厚６mm を確保し
た場合，その疲労寿命は約 20 倍の 20 年以上に延びている．また，現時点でき裂損傷が発
見されていない溶接線 C-2，D-2 はそれぞれ，30 年以上，80 年以上の疲労寿命となる． 
よって補修溶接においてはのど厚を６mm 確保し，疲労寿命を延長させることとした． 
 
表-2.7 着目溶接線の補強前後の疲労寿命推定 
着目溶接線 補強前 補強後 
C-2 1.5 年 33.0 年 
C-5 1.0 年 22.9 年 
D-2 3.9 年 88.6 年 
 
２．３．３ 再溶接施工性試験 
現況構造を再現した試験体を用いて溶接施工性試験を工場にて実施した（写真-2.3）．試
験体は実物大の鋼床版を部分的に取り出した構造とし，実橋と同様の条件（作業空間，鋼
床版の縦継ぎ添接板）を再現した．施工試験は，溶接除去，開先成形，補修溶接の順に行
い，作業性の確認を行った．また，鋼床版上面には排水性舗装を施し，溶接による舗装へ
の温度影響について確認を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
真-3 再溶接施工性試験状況 
   Nσ c ln345.0446.9ln 
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（１） 溶接除去および開先加工 
 溶接除去については，ガウジングにより溶着金属をはつりとり，その後の開先加工およ
び成形はグラインダーにより施工した．作業性については，開先加工時に縦継ぎ添接板が
接近するため，グラインダーの角度が制限されるものの，問題なく作業を行うことができ
た．開先深さの精度については，開先深さ 75%の場合，8 箇所における平均値が 4.55mm
とほぼ目標値に近い値となったが，深さの範囲は 3.9mm～5.3mm とバラツキがあり，デッ
キプレートと U リブの間に隙間が生じた箇所もあった．またこの隙間が生じた部分では，
再溶接時に U リブ裏側まで溶接が突き抜ける現象が見られた（写真-2.4）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.4 溶接の裏抜け 
開先深さ 75%を確保して，かつ裏に抜けない溶接を行うのは，現場作業ということを考
えると非常に困難であることが想定されるため，実施工においては既設溶接部を削り過ぎ
ないよう，50%程度の開先深さを目標とすることとし，その上でのど厚を 6mm 確保するこ
ととした(図-2.20)．これは実橋の損傷部での溶け込みが 0.3～2.5mm 程度であったため，U
リブ厚 6mm の 50%(3mm)程度の開先深さでき裂を除去できると判断したものである. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.20 溶接断面概念図 
開先深さ 50%（深さ約 3.0mm） 
開先深さ 75%（深さ約 4.5mm） 
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（２） 補修溶接 
 溶接手法は被覆アーク溶接及び CO2半自動溶接を用い，溶接除去後に再溶接を実施した．
作業性については，主桁やその補剛材近傍では作業空間が狭隘となるが，作業可能であっ
た．溶接部のマクロ試験の結果からは，被覆アークおよび CO2 溶接において，所定の溶込
みおよびのど厚を確保されており良好であったが，前述のとおり，開先深さ 75%の場合は
溶接の裏抜けが見られた（写真-2.5）．開先深さを 50%とした場合，裏抜けは見られなかっ
た（写真-2.6）． 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2.5 溶接断面（開先深さ 75%）   写真-2.6 溶接断面（開先深さ 50%） 
 
（３） 上面舗装への影響 
 鋼床版上面への舗装施工に先立ち熱電対を配置し，溶接による温度拡散状況を把握した．
舗装は基層としてグースアスファルト（厚さ 40mm），表層として排水性舗装（厚さ 40mm）
を敷設した．図-2.21 被覆アーク溶接で再溶接を行った場合の溶接線直上および近傍の温度
変化を示す．溶接線直上ではアーク通過時に急激に温度上昇し，通過後は急激に低下して
いることがわかる．また，溶接線直角方向も溶接線から距離を離れるごとに発生温度が顕
著に低下している．このことから溶接による鋼床版面の温度上昇は極めて局所的，瞬間的
であり，舗装への悪影響はほぼないものと考えられる．溶接後の舗装外観に変化は見られ
なかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.21 溶接による鋼床版上温度影響 
溶接抜け有り 
板厚 6mm 板厚 6mm 
溶接抜け無し 
温
度
℃ 
5 10 
400 
300 
200 
100 
0 
経過時間 分 
溶接線上（ａ点） 
溶接線より 25mm 
溶接線より 50mm 
溶接線より 100mm 
溶接線上(a点前方 250mm) 
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２．３．４ 供用下での溶接施工法検討 
（１） 基本方針 
「供用下にある鋼構造物の溶接施工指針（案）」[2-5]（以下，指針という）に基づき，現
場の溶接に関する仕様（溶接方法，溶接材料，直上交通規制の有無等）を決定することと
した．指針では，振動による溶接欠陥および変動荷重下の高温割れが発生しないよう，供
用下の溶接施工条件について規定している．施工に当たっては，現地にて溶接部の振動計
測を行い（平成 17 年 11 月 17 日の 24 時間）その特性を把握し，溶接条件を決定した後，
実際に施工を行う溶接者による溶接施工試験，技量試験を実施することとした．図-2.22 に
溶接可否判定フローを示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.22 溶接可否判定フロー 
 
 
 
 
 
 
 
NO NO
　　　　　　YES 　　　　　　　YES
Δ δ 　　：ルートギャップ開口変位
Δ δ ｃｒ ：高温割れ発生限界ルートギャップ開口変位
対象となる溶接継ぎ手の計測
　　振動(加速度，変位等）
　　Δ δ (振幅，周波数等）
　　鋼種，部材形状，寸法
溶接欠陥防止対策
支保工
交通規制等
高温割れ防止対策
Δ δ の低減
大きなΔ δ crの使用
支保工
交通規制等
振動による溶接
欠陥の判定
(振動加速度）
変動荷重下の高温
割れの判定
(ﾙｰﾄｷﾞｬｯﾌﾟ開口変位）
変動荷重下で
溶接可能
振動防止対策 
OK OK 
NG NG 
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（２） 現地計測内容および結果 
１）き裂部の開口変位 
車両走行に伴う桁の静的たわみ，桁の振動などによるき裂開口変位が大きいと，溶接作
業時に高温割れが発生する．このため，図-2.23 に示すようなクリップ型変位計（定格容量：
2mm，感度：2500μs/mm）によってき裂開口変位状況を測定した．また，き裂の橋軸直角
方向の開口変位は，同図に示す高感度変位計（定格容量：5mm，感度：2000μs/mm，応答
周波数 40Hz）を用いて，溶接両部材間の面外変位を測定した．図-2.24 に測点位置を示す． 
一般車走行時において，時刻歴波形の応答が大きかった 6 ケース（表-2.8）を選定し考察し
たところ，以下のような特徴が見られた． 
① き裂開口変位の発生状況は，輪荷重による局部的な鉛直変位の影響が強く，輪荷重に対
応してき裂が閉じる（一部開く）方向に変位している（図-2.25）． 
② き裂の鉛直開口変位は，一般的な溶接棒の高温割れ発生限界値 0.1mm 程度[2-5]と比較
し，実測値はほぼこの程度の値を示している（図-2.25）． 
③ き裂の橋軸方向開口変位（面内せん断変位）はほとんどゼロである（図-2.25）． 
④ き裂の橋軸直角方向開口変位は鉛直開口変位よりも大きい（図-2.25） 
⑤ 車両が追い越し側を走行する場合（き裂は走行側車線下），き裂開口変位はほとんど発
生していない（図-2.26）． 
これらのことから，輪荷重がき裂近傍に載荷されない限り，き裂開口変位は発生しない
と言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.23 開口変位・加速度計測状況 
 
クリップ型変位計
高感度変位計
　　クリップ型変位計
取り付けこま
亀裂接着剤
加速度計 
U リブ 
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図-2.24 開口変位・加速度測点位置図 
 
表-2.8 時刻歴応答が大きい走行ケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
：加速度計（鉛直）
：加速度計（Uﾘﾌﾞ面外）
：亀裂変位（ﾙｰﾄｷﾞｬｯﾌﾟ）
：亀裂変位（ﾙｰﾄ部せん断）
【凡例】
K11K10
K5
K24 K29
上
り
線 
下
り
線 
亀裂開口変位（mm） 振動加速度（cm/s2）
K24ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ400mm 0.106
K24直角せん断方向 0.27
K5拘束溶接600mm 0.066
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.146
K5拘束溶接600mm 0.060 694
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.113 -
K24ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ400mm 0.097
K24直角せん断方向 0.203
K5拘束溶接600mm 0.055 607
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.106 -
K5拘束溶接600mm 0.082 2201
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.144 -
K5拘束溶接600mm 0.106 484
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.223 -
K5拘束溶接600mm 0.012 478
K11ｶﾞｳｼﾞﾝｸﾞ765mm 0.01 -
CASE-05 上り走行5軸大型車 11/17 12:38:51 開口変位大，振動中
CASE-04 　上り走行3軸大型車 11/17  5:55:28 開口変位中，振動大
下り走行3軸大型車 11/17 21:47:28 開口変位大-
CASE-03
上り走行4軸大型車 11/17 21:47:29 開口変位中，振動中
CASE-02 上り走行4軸大型車 11/17  3:55:47 変位中，振動中
下り走行4軸大型車 11/17 16:47:10
開口変位大
CASE-01
上り走行3軸大型車 11/17 16:47:12
-
備考ケース名 走行パターン 通過時刻
代表測点の最大応答
亀裂No.
CASE-06 上り追越3軸大型車 11/17 2:19:15 開口変位小，振動中
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図-2.25 上り走行 3 軸大型車，下り走行 4 軸大型車走行時応答波形（き裂部直上に通行が有る場合，CASE-01） 
 
開口変位
（上り走行）
振動加速度
（上り走行）
開口変位
（下り走行）
全振幅 0.066
亀裂開口変位 ①
上り中央
K5(600mm,拘束溶接)
全振幅 0.056 mm
亀裂開口変位 ②
上り中央
K5(600mm,ガウジング)
全振幅 0.041 mm
亀裂開口変位 ③
上り端部
K10(400mm,ガウジング)
全振幅 0.146 mm
亀裂開口変位 ④
上り端部
K11(756mm,ガウジング)
振動加速度 全振幅 297.7 cm/s2
上り中央 ⑤
K5（スパン中央振動鉛直）
振動加速度 全振幅 740.5 cm/s2
上り中央 ⑥
全振幅 327.4 cm/s2
振動加速度
上り端部 ⑦
K11（桁端部振動鉛直）
全振幅 0.014 mm
亀裂開口変位 ⑧
下り中央
全振幅 0.106 mm
亀裂開口変位 ⑨
下り中央
全振幅 0.078 mm
亀裂開口変位 ⑩
下り中央
K29(800mm,拘束溶接)
全振幅 0.063 mm
亀裂開口変位 ⑪
下り中央
K29(800mm,ガウジング)
全振幅 0.002 mm
亀裂変位水平 ⑫
下り中央
全振幅 0.270 mm
亀裂変位水平 ⑬
下り中央
K5（スパン中央
振動Uリブ面外）
K24(400mm,拘束溶接)
K24(橋軸せん断Uリブ面
外)
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図-2.26 上り追越 3 軸大型車走行時応答波形(き裂部直上に通行が無い場合，CASE-06） 
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２） き裂部の振動加速度 
本線車両走行に伴い溶接部は，車両の走行による静的たわみの他，橋梁の振動などによ
る影響を受ける．これらの振動加速度は，溶接作業性の管理限界値を越えると，運棒の乱
れによるアークの不安定を引き起こし，アンダーカット，ブローホール，ルート部の溶け
込み不足，融合不良などの溶接欠陥を発生させる．このため，圧電型加速度計（周波数応
答：0.2～8000Hz，使用最大加速度：±15G，感度 100mV/G）を用いて，溶接部の振動性状
を測定した（図-2.23）． 
一般車走行時の振動加速度波形を観察した結果，以下の傾向が認められた． 
① 鉛直方向の振動と橋軸直角方向の振動を比較すると，橋軸直角方向が加速度振幅は大き
い（図-2.25⑤⑥）．ただし，これは周波数分析結果（図-2.27）から橋軸直角方向では
45Hz 付近や 65Hz 以上の高い周波数帯が卓越する傾向であることから，Ｕリブの局部
的な振動の影響によるものであると考えられる． 
② 径間中央と桁端部の鉛直振動を比較すると，径間中央部では，上部構造の固有振動数と
考えられる低い周波数の振動に，局部的な振動が重畳している．また，径間中央と比較
し桁端部の測点では加速度振幅が小さい（図-2.25⑤⑦）．これは周波数分析結果（図-2.27）
から，桁端部の鉛直方向では 45～70Hz 付近が卓越しており，径間中央部の鉛直方向お
よび橋軸直角方向も含め 45Hz 以上の周波数帯は，測点付近のデッキプレート，Ｕリブ
等の局部振動の周波数帯であり，桁端部では一部ジョイント通過時などに発生する車両
の衝撃的な強制振動も含まれていると考えられる．径間中央部鉛直方向において卓越す
る 3Hz 付近の振動は，主桁の固有振動であると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.27 き裂部振動の周波数分析例 
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③ 振動加速度振幅の大きさは，き裂開口変位と必ずしも比例していない（表-2.8）．これか
ら，振動加速度値は，車両重量の他に車種，車両の走行速度，車両振動特性などその他
の要因も強く影響していると考えられる． 
（３） 溶接条件の決定 
１）現地計測結果と管理限界値の比較 
a) 高温割れ発生限界値とき裂開口変位の比較 
実測のき裂開口変位と高温割れ発生限界値を比較して図-2.28 に示す．横軸は継手拘束度
を示しているが，道路橋示方書において橋梁継手の平均的な拘束度として想定されている
板厚 t の 200 倍を適用し，Ｕリブ厚 6mm から算定される値 Rp=1.2 kN/㎜・㎜を安全側に
評価し，Rp=2 kN/㎜・㎜の際の開口変位で管理することした．一般的な溶接棒である D-3
（D5816 相当）の管理限界線に対し実測ではほぼ管理値付近以下の値とみなすことが出来
るが，一部超過していることを考えると耐高温割溶接棒（D-1，D5016 相当）の使用による
対応が考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.28 高温割れ限界値(5.5Hz)と実測値の比較 
 
b) 振動加速度と溶接作業管理限界値の比較 
24 時間の頻度分析結果を用いて，き裂部の振動加速度と溶接作業の管理限界値を比較し
たものを図-2.29 に示す．実測値は低周波数域（3Hz）の振動と，高周波数域（45Hz）の振
動をそれぞれプロットした．実測の最大値の振動加速度値は管理限界を超えていたが，こ
の最大値が発生する頻度は一日のうちごく僅かであるため，低頻度の値を除外して評価し
た．その際に，発生確率のレンジ上端値をそれぞれ=97.7%（2σ），95%（L5），90%（L10），
80%（L10）とした．これにより高周波数域ではほぼ管理限界値内に収まり，低周波数域で
は L20 で評価した場合，管理限界値以下に収まった． 
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図-2.29 振動加速度の管理限界値と実測値（統計処理後）の比較 
 
２）溶接条件の決定 
 開口変位については一部管理限界値を超えるものの，直上に車両の通行がない場合ほぼ
変位が生じないことから，直上交通規制を実施すれば問題がないと考えられる．しかし，
振動については隣接車線を車両が通行すると同様に発生するため，交通規制による抑制は
望めない．管理限界値を超える可能性は振動加速度の実測結果から 20%程度あることから，
この程度の頻度での再補修（溶接中に大きな振動を受けた場合その箇所を記録し，溶接を
やり直す等）を前提に溶接補修を実施することとした．図-2.30 に振動加速度のピーク値お
よび管理値（0.4G）超過頻度の時間変動を示す．ピーク値，発生頻度ともに，夜間よりも
昼間の方が低くなっていることから，施工は昼間帯（概ね午前 9 時から午後 5 時）に実施
することとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.30 振動加速度のピーク値および管理値超過頻度の時間変動 
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３）溶接施工試験 
 最終的な溶接補修の可否および条件設定は，現地にて当該部の継手形状を再現した供試
験体用いた溶接施工試験を実施し決定した．実施条件は，昼間帯に直上車線の交通規制は
行わず，また溶接棒は耐高温割溶接棒（D-1）を用い，補修溶接の 500mm ごとに仮付溶接
によるき裂開口変位の拘束を行うこととした．施工試験の結果が良好であったため，この
条件にて溶接補修が可能であると判断した． 
 
２．４．まとめ 
Ｕリブ鋼床版のビード貫通亀裂に対する補修方法として現場溶接に着目し，その有効性
を簡単な面外曲げ疲労試験により評価した.また供用下での溶接施工については，現地計測
を実施して可能であると判断し，平成 17 年度に補修工事を実施した．その後の最新の定期
点検（平成 24 年度）までは補修溶接部表面にビード貫通き裂の再発は認められず，経過監
視中である．都市内高速道路のような重交通路線や迂回する代替路線がない路線等での補
修工事においては，交通遮断を極力避ける必要がある．本工法は桁下面からの施工が可能
であることから，今後ある程度の疲労耐久性が確認できれば，綿密な施工・品質管理の実
施を前提として，適用可能な工法の一つと考えられる． 
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第３章 鋼床版バルブリブと横リブ交差部スリット部疲労損傷の要因と対策 
 
３．１ はじめに 
平成 14 年度定期点検において，供用 35 年を経た 3 径間連続鋼床版箱桁橋の横リブとバ
ルブ縦リブ交差部のスリット下部のまわし溶接部からき裂が多数発見された（写真-3.1 左）．
損傷要因は輪荷重載荷に伴うスリットへの応力集中と考えられたため，平成 15 年度に山形
鋼を縦リブと横リブにボルト添接（L 型アングル付添接板）により応力緩和する手法を用い
て補修工事を実施した[3-1],[3-2],[3-3]が，その後スリット上部のまわし溶接部においてもき
裂が発生しているのが確認された（写真-3.1 右）[3-4]，[3-5]．そこで本研究では，先行し
たスリット下部溶まわし溶接部き裂および，後続のスリット上部まわし溶接部き裂につい
て，損傷要因の推定および，その補強策の効果を解析および現地での補強前後の発生応力
計測により検討した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.1 鋼床版バルブリブと横リブ交差部スリット部疲労損傷 
 
３．２ スリット下部まわし溶接部き裂 
３．２．１ 損傷要因分析 
（１）損傷桁の概要 
損傷を受けた桁の諸元を以下に示す．図-3.1 に全体平面図，図-3.2 に標準断面図を示す． 
 橋梁形式：3 径間連続鋼床版 1 箱桁（4 連） 
 径間割：54.5m＋78m＋54.5m 
 幅員： 9.500～9.524m， 2 車線 
 箱桁幅：4500mm 
 横リブ高：500mm，横リブピッチ 1950mm 
 板厚：デッキ 12mm，リブ（バルブプレート）10mm 
 供用年：昭和 43 年 
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き裂 スリット下部き裂 
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図-3.1 全体平面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2 標準断面 
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（２）損傷の発生状況 
平成 14 年度の定期点検において，鋼床版箱桁内の縦リブバルブリブと横リブスリット交
差部のスリット下部まわし溶接部の溶接止端を起点とするき裂（写真-3.1 左）が大量に発見
された．これを受けて，平成 15 年に詳細点検を実施し，磁粉探傷試験により合計 348 か所
のき裂を確認した．代表的な桁である神下 S585～神下 S587 のき裂が発生した縦リブの位
置を全体平面図にプロットしたものを図-3.3 に（縦リブ番号は図-3.2 参照），各縦リブ位置
に着目したき裂発生数を表-3.1 に示す． 
これらの結果から以下のような損傷状況が分かった． 
 き裂は箱桁内のみに発生し，縦リブ③～⑥および縦リブ⑧，⑨の車両走行位置の車輪
直下に発生しており，特に大型車の走行が多い走行車線側の車輪直下にある縦リブ④，
⑤に，多くの損傷が集中している． 
 スプライス継手部の縦リブ位置①，②，⑩，⑪にはき裂は発生していない． 
 き裂の中には横リブ NO83 の縦リブ⑤のように横リブウエブが貫通寸前のものも存在
していた（写真-3.1 右）． 
・ 縦リブ位置でき裂の進展方向に傾向があり，縦リブ③，④，⑨では斜め上方に，縦リ
ブ⑥では斜め下方に，縦リブ⑤，⑧ではほぼ横方向にき裂が進展していた． 
 
 
表-3.1 き裂発生数と最大長さ（神下 S585～587） 
    最大き裂長さ（mm）  
縦リブ NO き裂数 横 縦 発生横リブ箇所 
① 0 - － － 
② 0 - － － 
③ 21 71 87 NO95 
④ 56 134 120 NO83 
⑤ 53 225 28 NO83 
⑥ 27 108 -27 NO35 
⑦ 0 - － － 
⑧ 1 16 0 NO72 
⑨ 19 48 42 NO89 
⑩ 0 - － － 
⑪ 0 - － － 
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図-3.3 き裂分布平面図（神下 S585～587） 
丸付き番号は
縦リブ番号 
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（３）損傷要因検討 
１）FEM 解析条件 
 き裂の発生した桁について FEM による応力解析を行い，き裂発生・進展メカニズムにつ
いて検討した．図-3.4 に示すように中央径間スパン中央の床組みをシェル要素でモデル化し，
き裂損傷の発生した局所の着目部については，溶接ビード止端の形状を詳細にモデル化し
た．軸方向の桁については，ビーム要素でモデル化し，舗装についても同様にシェル要素
（約 30 万節点）でモデル化した．なお，輪荷重については，図-3.5 に示す 20ton 載荷車（後
輪タンデム）を用いた．ただし，解析では片側輪荷重のみの 4ton，4ton，2ton を用いた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4 FEM 解析モデル 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.5 載荷モデル 
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２）FEM 解析結果 
FEM 解析モデルにおいて，着目縦リブ⑤直上に輪荷重 4ton を作用させた時の横リブ鉛
直方向応力を図-3.6 に示す．これによると，縦リブ⑤の溶接ビード止端部には圧縮の局部応
力が作用している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.6 横リブ鉛直方向応力コンタ図 
 
図-3.7 のように載荷車後輪前側の輪荷重を橋軸方向に移動させた場合の，載荷位置ごとの
着目横リブの縦リブ⑤ビード止端から 4mm の位置の鉛直方向応力を図-3.8 に示す．図-3.8
では，図-3.7 の載荷モデルのように後輪前側の位置に前後にずらした輪荷重（前輪および後
輪後ろ側）および，３つの輪を重ね合わせたもの（載荷車）を載荷した場合の着目部の鉛
直方向応力もあわせて求めている．これによると着目部の圧縮応力が最大になるのは輪重
載荷位置が，着目横リブから L/4（L：横リブ間隔）のところとなり，最大応力範囲は 60.8MPa
であった． 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.7 載荷車後輪前側の輪荷重載荷位置 
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図-3.8 各輪荷重載荷時の着目部鉛直方向応力 
 
３）き裂発生の検討（疲労照査） 
前述の FEM 解析結果を用い，等価応力範囲を用いた疲労照査[3-6]を行った．その結果を
表-3.2 に示す．疲労強度等級は，縦方向溶接継手のスリットを含む溶接継手として G 等級
とした．その結果，縦リブ④，⑤ともに鉛直方向応力によって，溶接ビード止端にき裂発
生の可能性があることが示された． 
 
表-3.2 等価応力範囲による疲労照査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※設計繰返し数算定において高車交通量を 6648 台／レーン・日（H7 年報告書より），年数を 30 年とした 
ホットスポット 4mm 10mm ホットスポット 4mm 10mm
最小表面応力 σ min (MPa) -76.3 -59.9 -35.3 -5.7 -4.1 -1.7
最大表面応力 σ max (MPa) 1.11 0.94 0.69 15.4 14.1 12.2
最小せん断応力 τ min (MPa) --- 0.0 0.0 --- 0.0 0.0
最大せん断応力 τ max (MPa) --- 17.9 8.3 --- 11.3 11.5
疲労強度等級 F G G F G G
Δ σ f (MPa) 65 50 50 65 50 50
Δ τ f (MPa) --- 80 80 --- 80 80
設計繰返し数 nt 7.28E+07 7.28E+07 7.28E+07 7.28E+07 7.28E+07 7.28E+07
Δ σ d (MPa) 77.4 60.8 36.0 21.1 18.2 13.9
Δ τ d (MPa) --- 17.9 8.3 --- 11.3 11.5
平均応力補正係数 CR 1.3 1.3 1.3 1.0 1.0 1.0
板厚補正係数 Ct 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
Δ σ R (MPa) 25.5 19.6 19.6 19.6 15.1 15.1
Δ τ R (MPa) --- 39.0 39.0 --- 39.0 39.0
安全係数 γ =γ b・γ w・γ i 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
γ Δ σ d≦Δ σ R N.G. N.G. N.G. N.G. N.G. O.K.
γ Δ τ d≦Δ τ R --- O.K. O.K. --- O.K. O.K.
縦リブ<5>溶接ビード止端から 縦リブ<4>溶接ビード止端から
解析結果
詳細な疲
労照査
2×106回基本許容応力範囲
設計応力範囲
許容応力範囲
疲労照査
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なお，応力範囲が最大となる輪荷重直下の縦リブ⑤の方が疲労損傷に与える影響が大きか
った．ただし，溶接ビード止端では残留応力によって降伏強度程度の引張場が作用すると
想定する．また，せん断応力については疲労照査の結果，き裂発生の原因にはならなかっ
た． 
 
４）き裂進展の検討（き裂進展解析） 
き裂進展メカニズムを推定するため，実際の損傷のように縦リブ⑤の位置の横リブにき
裂（き裂長さ 20mm，77mm，222mm）を設けた FEM 解析モデルを用い，輪荷重 4ton に
よる応力解析によりき裂進展を検討した．図-3.8 に載荷位置および着目横リブの変形図を示
す．き裂進展に寄与するき裂先端の変形モードは図-3.9 に示すように面内開口変位，面内せ
ん断変位，面外せん断変位が考えられる．表-3.3 にそれぞれ応力拡大係数範囲ΔKⅠ，ΔK
Ⅱ，ΔKⅢを算定[3-5]すると，き裂長さに応じて，ΔKⅠ・ΔKⅡの値は変化した．き裂の
初期状態では，ΔKⅠが卓越するが，き裂長さが長くなると，ΔKⅠは低下し，ΔKⅡが増
大した．ΔKⅢについては 0 となり，面外変位がないことが分かった．ΔKθmax から輪重
4tf 当たりの年間き裂進展量を概算すると，き裂長さ 20mm，77mm，222mm でそれぞれ
1.9mm，4.9mm，10.9mm となった．なお，後軸タンデムの影響を考慮すると，ΔKθmax
は 1.5 倍程度になるため，年間き裂進展量は 2.9mm～16.4mm になると推測する．従って，
き裂の進展については，き裂の初期状態では KⅠモードが卓越し，き裂長さが長くなるに
つれて，KⅡモードが卓越してき裂が大きくなったと想定する． 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.8 載荷位置と着目横リブの変形図 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.9 き裂先端の変形モード 
④ ⑤ ⑥ 輪重 4tf 
CASE3-1 CASE3-2 
着目横リブ
着目縦リブ
340
L=1950
L/4
<４>
<５>
<６>
縦リブ
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表-3.3 輪重 4tf における年間き裂進展量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．２．２ 補修補強対策 
対策構造として，図-3.10 のようなアングル付添接板，添接板，および斜材を検討した．
この対策構造を用い，き裂のない FEM 解析モデルで輪荷重 4ton を載荷し解析を行った．
図-3.11 の鉛直方向応力によれば，アングル付添接板については溶接止端部の局部応力が大
幅に減少している．これは縦リブからアングル部を通じて荷重が横リブに伝達されるバイ
パス効果によるものと考えられる．添接板については，局部応力があまり低減されず，ま
た斜材については縦リブ⑥に新たな局部応力が発生している．表-3.4 に応力低減効果を示す
がアングル付添接板は局部応力が 41%に低減しており，対策構造として効果的であること
がわかる． 
 
表-3.4 応力低減効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20mm 222mm
CASE3-1 CASE3-１ CASE3-2 CASE3-1
Δ KⅠ (MPa√m) 2.6 2.6 0.7 1.9
Δ KⅡ (MPa√m) 1.5 2.7 2.6 5.0
Δ KⅢ (MPa√m) 0.0 0.0 0.0 0.0
Δ Kθ max (MPa√m) 3.5 4.8 3.4 7.0
き裂進展速度 da/dN (m/cycle) 8.00E-10 2.00E-09 8.00E-10 4.50E-09
年間進展量 a (mm/年) 1.9 4.9 1.9 10.9
応力拡大
係数
荷重位置
77mmき裂長さ
＊a 算定において，高車交通量を 6648 台／レーン・日（H7 年報告書より）とした． 
＊き裂進展速度は JSSC 疲労設計指針 da/dN-ΔK 関係より求めた． 
＊Kθmax については，KⅠと KⅡから最大主応力説に基づき算出したき裂進展方向θmax に対する K 値である． 
＊年間進展量は Kθmax から求めた概算値である． 
ホット
スポット
4mm 10mm
ホット
スポット
4mm 10mm
現状 -54.0 -43.2 -27.0 1.00 --- 11.8 4.8 1.00
1 -21.9 -17.5 -10.9 0.41 --- 3.2 -0.4 0.27
2 -49.8 -39.7 -24.5 0.92 --- 10.7 4.2 0.91
3 -64.3 -52.0 -33.6 1.19 --- 10.7 1.8 0.91
4 -31.2 -28.2 -23.7 0.58 --- 1.2 2.5 0.10
5 -38.5 -32.4 -23.2 0.71 --- 6.5 8.3 0.55
6 -36.0 -30.5 -22.2 0.67 --- 19.9 25.4 1.69
縦リブ<5>溶接ビード止端から対策
ケース
鉛直方向応力σ y (MPa)
効果効果
せん断応力τ xy (MPa)
縦リブ<5>溶接ビード止端から
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図-3.11 各対策構造案での鉛直方向応力 
 
 
各対策構造によるき裂進展抑制効果については，面内開口変位，面内せん断変位からそ
れぞれの応力拡大係数ΔKⅠ，ΔKⅡを算定した[3-6]．表-3.5 に示すように，アングル付添
接板はストップホール併用によりき裂進展抑制効果があることがわかる．すなわち，アン
グル付添接板はき裂の発生，進展ともに効果があると考えられる．また，表-3.3 の現状(対
策無し)を見れば，き裂の進展に伴い上下方向開口変形のΔKⅠから面内せん断変形のΔK
Ⅱへモードが移行している特徴がある．斜材はき裂進展抑制に効果があることがわかる． 
 
表-3.5 各対策構造によるき裂進展抑制効果（応力拡大係数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.10 対策構造案 
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３．２．３ 対策効果の確認 
（１）載荷試験 
実橋の代表的な位置について，試験車による載荷試験を行い，FEM解析結果と対比した．
なお，試験車の輪荷重は FEM 解析に用いたものに一致させている．写真-3.2 に現地計測状
況を示す．表-3.6 に各計測位置での計測点数を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.2 現地計測状況 
 
 
 
表-3.6 載荷試験での計測点数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
亀裂無 亀裂有(No.49） 亀裂有（No.51）
（No.50) 補強材
取付前
補強材
取付後 計
補強材
取付前
補強材
取付後 計
横ﾘﾌﾞ水平方向歪み 4 6 0 6 3 0 3 13
横ﾘﾌﾞ鉛直方向歪み 12 8 0 8 3 0 3 23
横ﾘﾌﾞせん断歪み 10 4 0 4 0 0 0 14
縦ﾘﾌﾞ水平方向歪み 5 5 0 5 1 0 1 11
亀裂開口変位 0 1 0 1 1 0 1 2
計 31 24 0 24 8 0 8 63
横ﾘﾌﾞ水平方向歪み 0 1 1 2 1 1 2 4
横ﾘﾌﾞ鉛直方向歪み 0 10 10 20 7 7 14 34
横ﾘﾌﾞせん断歪み 0 4 4 8 4 4 8 16
縦ﾘﾌﾞ水平方向歪み 0 3 3 6 0 0 0 6
計 0 18 18 36 12 12 24 60
合計 31 42 18 60 20 12 32 123
対策前
対策後
合計
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図-3.12 に代表的な計測位置の応力と FEM 解析の対比を示す．応力波形についてほぼ整
合の取れる結果となり，解析結果の妥当性が確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.12 載荷試験結果と FEM 解析結果の対比 
 
また，対策構造の効果確認を行うために，対策の前後において実橋載荷試験を行った．
対策工法としてアングル付添接板および斜材を選定した．効果確認はき裂がある個所およ
び無い個所で行った．また，き裂のある個所については先端にストップホールを施工して
いる．図-3.13 にアングル付添接板での結果を示す． 
き裂のある個所では，対策の前後で鉛直方向応力が 11%に，き裂がない個所では 64%に
低減した．さらに，表-3.7 に載荷試験結果と FEM 解析結果の対策効果の対比を示す．アン
グル付添接板の対策効果は載荷試験と FEM 解析ではほぼ同等の結果が得られた．また，斜
材については表-3.8 に載荷試験結果と FEM 解析結果の対策効果の対比を示す．斜材は載荷
試験において FEM 解析と同様に応力を増大させることがわかる． 
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図-3.13 アングル付添接板による補強前後の鉛直応力計測結果比較 
 
 
表-3.7 載荷試験と FEM 解析での対策効果の対比（アングル付添接板） 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.8 載荷試験と FEM 解析での対策効果の対比（斜材） 
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（２）応力頻度計測 
実橋においてき裂がない個所での応力頻度計測を 3 日実施し，計測結果から JSSC 疲労
設計指針[3-5]に基づく疲労照査を行った．表-3.9 にその疲労照査結果を示す．これより，
ビード止端から 4mm の局部応力による疲労損傷度は供用期間を 30 年とした場合 1.0 以
上で，き裂が発生する結果となり FEM 解析結果及び現状と一致した．また，斜材につい
てはき裂発生を助長し，アングル付添接板についてはき裂発生を抑制することが FEM 解
析と同様に判明した． 
 
表-3.9 応力頻度計測結果と疲労照査（溶接止端部き裂無し） 
 
 
 
 
 
 
 
（３）補修工事 
前述の検討により，対策構造としてアングル付添接板が有効であると判断し，L 型形鋼を
高力ボルト添接することにより損傷部の補修工事を行った．写真-3.3 にアングル付添接板現
地取り付け状況，図-3.14 にアングル付添接案詳細図を示す．き裂箇所には直径 24.5mm の
ストップホールを施した．ストップホール近傍にはき裂進展を監視可能なように，当て板
に観察孔直径 30.0mm を設け，高力ボルトで締め付けた．ストップホール近傍にはき裂進
展防止追加ボルトを配置した．なお，裂の長さおよび方向を考慮し，き裂タイプごとにボ
ルト配置を変える工夫を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.3 アングル付添接板現地取り付け状況 
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図-3.14 アングル付添接板詳細図 
 
３．３ スリット上部まわし溶接部き裂 
３．３．１ 損傷要因分析 
（１） 損傷発生状況 
前述の平成 15年度に実施した横リブとバルブ縦リブ交差部のスリット下部のまわし溶接部疲労
き裂に対するアングル付添接板補強の翌年，平成 16年の定期点検で横リブと縦リブスリット上部
のまわし溶接に多数のき裂が生じていることが確認された[3-4]，[3-5]．図-3.15に損傷状況図，図
-3.16に縦リブ位置図，図-3.17に代表的な桁である神下 S585～神下 S587のき裂の分布を全体
平面図にプロットしたものを示す（縦リブ番号位置は図-3.16参照）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.15 損傷状況図              図-3.16 縦リブ位置とき裂発生箇所 
黒丸数字 前回あて板箇所 
赤丸数字 上部スリットき裂 
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図-3.17 き裂分布平面図（神下 S585～587） 
黒丸数字 前回あて板箇所 
赤丸数字 上部スリットき裂 
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（２） 損傷要因分析 
１）ＦＥＭ解析条件 
ＦＥＭ解析はシェル要素・ビーム要素を用いた全体解析を行い，着目縦リブをソリッド
要素でズーミングした．解析モデルは先の解析で使用したもの（図-3.4 参照）を流用し，図
-3.18 に示すように着目縦リブ④～⑥におけるデッキ・横リブ交差部付近をソリッド要素に
修正した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.18 FEM 解析ソリッドモデル図 
 
荷重条件は，輪荷重の載荷範囲を 500mm×200mm の長方形とし，輪重は総重量 20ton
載荷車（後軸タンデム）を想定し，後軸１輪の荷重を 4ton とした．表-3.10 に荷重ケース
を示す．また，図-3.19 に各荷重ケースの載荷点を示す．なお，横リブの発生応力の最大と
なる載荷位置は着目横リブから L/4 点の縦リブ⑤の直上である．（表-3.10 および図-3.19 の
荷重ケース 1-2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.19 各荷重ケースの載荷点位置 
 
 
縦リブ⑤ 
縦リブ⑥ 
縦リブ④ 
ソリッドモデル 
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表-3.10 FEM 解析荷重ケース 
モデル 
モデル 
内容 
モデル 
仕様 
モデル概要 
全体モデル 
（30万節点） 
局所モデル 
（15万節点） 
ｹｰｽ数 荷重ｹｰｽ ｹｰｽ数 荷重ｹｰｽ 
Model 
1-1 
現状構造 
（下部補
強なし） 
まわし 
溶接部 
脚長 6mm 
 
8 
1-1 
1 1-2 
3-2 
9-2 
11-12 
1-2 
1-3 
1-7 
1-9 
Model 
1-2 
現状構造 
（下部補
強あり） 
まわし 
溶接部 
脚長 6mm 
 
2 
1-2 
1 1-2 
2-2 
Model 
2-1 
下フラン
ジ 
補強案 
追加ウエ
ブ高さ
300mm 
 
1 1-2 1 1-2 
Model 
2-2 
スリット閉
塞 
補強案 
L型 
アングル 
（L125×
90×t10） 
 
1 1-2 1 1-2 
 
 
 
 
 
（き裂無し） 
 
500 
300 
L 型アング
（き裂無し） 
 
（き裂無し） 
500 
（下部き裂有り） 
L 型アング
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２）FEM解析結果 
ａ) 損傷原因の検討 
デッキ・横リブ交差部の損傷原因について検討した．シェル要素を用いた全体解析の
Model-1-1 における変形図を図-3.20-1～20-4 に，応力分布図を図-3.21-1～-21-4 に，応力
比較結果を図-3.22 に示す．なお，図-3.22 に示す応力範囲は安全側の評価を行うために最
大主応力と最小主応力の差から求め，以後の結果における応力範囲も同様に求めた． 
・ 図-3.20-1～20-4 の変形図を見ると，横リブは主桁ウエブを支点としてたわみ，バルブプ
レートのスリットでは局所的な変形を生じていることが分かった．また，縦リブ⑤，⑥，
⑨に載荷した場合にも，載荷位置に拘わらず，主桁ウエブを支点としてたわむことが分
かった．なお，輪重直下では横リブたわみによる影響の他に，輪重が直接作用して応力
が大きくなる結果であった． 
・ 図-3.21-1～-21-4 の応力分布図を見ると，デッキ・横リブ交差部の溶接止端で大きな応
力が発生することが確認できた． 
・ 図-3.22 の各縦リブ載荷時の応力比較結果を見ると，載荷位置から離れるほど応力は小さ
くなるが，縦リブの多くで応力範囲が 30MPa を超える結果となった．また，縦リブ⑥
載荷時に縦リブ④の応力が縦リブ⑤より大きかった．これは縦リブ⑤では横リブたわみ
によって引張が作用するとともに，輪重直下の影響で圧縮も作用するために応力が小さ
く，横リブたわみの影響が大きく作用する縦リブ④で応力が大きくなったと考える． 
以上より，輪重直下の縦リブでは輪重が直接作用する影響が大きいが，それ以外の縦リブ
ではバルブプレートまわりスリットの局部せん断変形の影響に加えて，溶接止端部の応力集
中と重なって応力が大きくなり，き裂が発生したと考える．なお，主応力方向に対して直角
にき裂は進展するため，縦リブ④，⑤共にデッキ・横リブ交差部では横リブ止端からデッキ
側にき裂が進展することが推定できる． 
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図-3.20-1 全体シェル解析 Model1-1 CASE1-2 変形図 （変形倍率：1000 倍）  
#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 #9 #10 #11
輪重4ton
横ﾘﾌﾞのたわみ
局部せん断変形の下側
に着目部が有る場合には
引張応力が作用する。
引張
＃２～４
圧縮
＃５，６
局部せん断変形の上側
に着目部が有る場合には
圧縮応力が作用する。
引張
＃７～10
局部せん断変形の下側
に着目部が有る場合
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図-3.20-2 全体シェル解析 Model1-1 CASE2-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
  
輪重4ton
#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 #9 #10 #11
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図-3.20-3 全体シェル解析 Model1-1 CASE3-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
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図-3.20-4 全体シェル解析 Model1-1 CASE9-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
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図-3.21-1  全体シェル解析 Model1-1 CASE1-2 応力分布図 
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図-3.21-2 全体シェル解析 Model1-1 CASE2-2 応力分布図 
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図-3.21-3 全体シェル解析 Model1-1 CASE3-2 応力分布図 
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図-3.21-4 全体シェル解析 Model1-1 CASE9-2 応力分布図 
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図-3.22 全体シェル解析 応力比較結果（Model1-1） 
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ｂ）き裂発生順序の検討 
デッキ・横リブ交差部の損傷と横リブ・縦リブ交差部の損傷において，き裂発生順序に
関する検討を行った．今回着目した縦リブ⑤近傍をソリッド要素でズーミングした解析結
果を図-3.23 に，応力比較結果を図-3.24 に示す．また，20ton 載荷車の最小主応力の変動を
図-3.25 に示す．ここではシェル要素を用いた全体解析結果から応力影響線を求め，ソリッ
ド要素でズーミングした解析結果による補正を行った．なお，前輪，後輪前側，後輪後側
の応力影響線をそれぞれ重ね合あわせ，応力変動を求めた． 
 図-3.23 より最小主応力分布図を見ると，デッキ・横リブ交差部より，横リブ・縦リブ交
差部の高応力範囲は広かった． 
・ 図-3.24 よりデッキ・横リブ交差部及び横リブ・縦リブ交差部のホットスポット応力を見
ると，横リブ・縦リブ交差部とデッキ・横リブ交差部の応力範囲は同等であった． 
・ 図-3.25 より 20ton 載荷車が載荷した時の応力変動でデッキ・横リブ交差部及び横リブ・
縦リブ交差部を比較すると，デッキ・横リブ交差部で-100.1MPa，横リブ・縦リブ交差
部で-84.4MPa となり，デッキ・横リブ交差部の方が２割程度大きな応力となった． 
以上より，今回の検討から横リブ・縦リブ交差部よりデッキ・横リブ交差部の方が先にき
裂が発生する結果となった．しかし，応力差は２割程度なので，疲労寿命に換算すると約 1.7
倍となり，溶接形状のばらつき等を考えると，ほぼ同時期にき裂は発生するものと推測する． 
ｃ）現状構造の下部補強の影響に関する検討 
横リブ・縦リブ交差部補強対策として設置した L 型アングル添接板がデッキ・横リブ交
差部損傷に与える影響について検討した．シェル要素を用いた全体解析の Model-1-2 にお
ける変形図を図-3.26-1～26-2 に，応力分布図を図-3.27-2～27-2 に，Model1-1 との応力比
較結果を図-3.28-1～28-2 に示す．また，今回着目した縦リブ⑤近傍をソリッド要素でズー
ミングした解析結果を図-3.29 に，応力比較結果を図-3.30 に示す． 
・ 図-3.26，27 より変形図，応力分布図を見ると，図-3.20，21 で示した下部補強無しの
Model-1-1 と大きく変わらない結果であることが分かった． 
・ 図-3.28，30 より縦リブ⑤載荷時の Model-1-1 と Model-1-2 の応力範囲を比較すると，
Model-1-2 の応力範囲は，縦リブ④を除いてほぼ同等もしくは若干下回る結果であった． 
・ 縦リブ⑤載荷時の縦リブ④ではズーミングした解析結果で応力が 14％増加したが，他の
縦リブよりも，応力は小さく疲労評価上，大きな影響はないと考える．なお，縦リブ④
で応力が増加した原因は，縦リブ⑤を下部補強したことによって，縦リブ④と⑤の剛性
が高くなり，縦リブ④に荷重が作用しやすくなったものと考える． 
・ また，縦リブ④載荷時の縦リブ④においても，応力は増加したが，増加率は 8％程度で
あり，疲労評価上，大きな影響はないものと考える． 
よって，下部補強の L 型アングル添接板がデッキ・横リブ交差部損傷に与える影響は低
いと考える． 
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図-3.23 局所ソリッド解析 Model-1-1 （Case１－２）（4ton 載荷，裏面表示） 
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図-3.24  局所ソリッド解析 応力比較結果 Model-1-1 (ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ応力換算，4ton 載荷) 
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図-3.25   縦リブ⑤における応力変動（ホットスポット応力換算） 
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図-3.26-1 全体シェル解析 Model1-2CASE1-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
 
 
 
 
 
#1 #2 #3 #4 #5 #6 #7 #8 #9 #10 #11
輪重4ton
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図-3.26-2 全体シェル解析 Model1-2CASE2-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
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図-3.27-1  全体シェル解析 Model1-2 CASE1-2 応力分布図 
 
- 70 - 
 
 
 
図-3.27-2  全体シェル解析 Model1-2 CASE2-2 応力分布図 
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図-3.28-1 全体シェル解析 応力比較結果（4ton 載荷時，Case1-2） 
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図-3.28-2 全体シェル解析 応力比較結果（4ton 載荷時，Case2-2） 
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図-3.29 局所ソリッド解析 Model1-2 （Case1-2）（4ton 載荷，裏面表示） 
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図-3.30 局所ソリッド解析 応力比較結果 (ホットスポット応力換算，4ton 載荷) 
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３．３．２ 補修補強対策検討 
（１）FEM 解析 
横リブ下フランジ補強案（Model-2-1）及びスリットを L 型アングルによって閉塞した補
強案（Model-2-2）について補強効果を検討するため，FEM 解析を行った． 
シェル要素を用いた全体解析の Model-2-1，Model-2-2 における変形図をそれぞれ図-3.31-1
～31-2 に，応力分布図をそれぞれ図-3.32-1～32-2 に，応力比較結果を図-3.33 に示す．ま
た，Model-2-1，Model-2-2 において今回着目した縦リブ⑤近傍をソリッド要素でズーミン
グした解析結果をそれぞれ図-3.34-1～34-2，に，応力比較結果を図 35-1～35-2 に示す． 
・ 図 31-1，32-1 より横リブ下フランジを補強した Model-2-1 の変形図，応力分布図を見る
と，下フランジの補強によって横リブの曲げ剛性が増加したため，Model-1-1 より横リ
ブのたわみは小さく，横リブの曲げ応力も小さくなった． 
・ 図 -3.31-2，32-2L 型アングルで縦リブ⑤のスリットを閉塞することで補強した
Model-2-2 の変形図，応力分布図を見ると，Model-1-1 と比べ横リブ変形に大きな差は
見られないが，L 型アングルによってスリットを閉塞することで，スリットまわりの局
所せん断変形が抑制され，縦リブ⑤のデッキ・横リブ交差部応力は小さくなった． 
・ 図-3.33 より各モデルの対策効果を比較すると，下フランジを補強した Model-2-1 では輪
重直下の縦リブ⑤では応力低減は見込めないが，縦リブ⑤以外の縦リブでは３～４割程
度の応力低減効果が得られた． 
・ また，縦リブ⑤を L 型アングルで補強した Model-2-2 では，縦リブ⑤に対して大きな応
力低減効果が得られた．なお，縦リブ⑤に隣接する縦リブの応力は Model-1-1 とほぼ同
等の応力であり，L 型アングルの補強は他の縦リブに影響しないことが分かった． 
・ 図-3.35 よりソリッド要素を用いてズーミングした解析結果を見ると，デッキ・横リブ交
差部では Model-2-1 に対する応力は縦リブ⑤で 59.7MPa であり，Model-1-1 の応力
（59.1MPa）に対してほぼ同等の結果であった．Model-2-2 に対する応力は縦リブ⑤で
16MPa であり，Model-1-1 に対して 73%の応力低減効果が得られた． 
・ また，横リブ・縦リブ交差部では Model-2-1 に対する応力は縦リブ⑤で 60.5MPa であ
り，Model-1-1 の応力（59.1MPa）に対してほぼ同等の結果となり，デッキ・横リブ交
差部と同様の傾向となった． 
・ Model-2-2 に対する応力は縦リブ⑤で 38MPa であり，Model-1-1 に対して 36%の応力
低減効果が得られた． 
以上より，横リブ下フランジを補強した Model-2-1 では輪重直下の縦リブには効果が無
いが，横リブたわみを小さくすることでﾘｯﾄまわりの局所せん断変形を抑制することができ
るため，輪重直下以外の縦リブで応力低減が可能である．また，L 型アングルでスリットを
閉塞することで補強する Model-2-2 ではスリットまわりの局所せん断変形を抑制すること
ができるので，大きな応力低減効果が期待できる． 
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図-3.31-1 全体シェル解析 Model2-1CASE1-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
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図-3.31-2 全体シェル解析 Model2-2CASE1-2 変形図 （変形倍率：1000 倍） 
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図-3.32-1 全体シェル解析 Model2-1CASE1-2 応力分布図 
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図-3.32-2 全体シェル解析 Model2-2CASE1-2 応力分布図 
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図-3.33 全体シェル解析 応力比較結果（Case1-2） 
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図-3.34-1 局所ソリッド解析 Model2-1 （Case1-2）（4ton 載荷，裏面表示） 
[MPa]輪重4ton ＃４
＃５＃６
最大主応力分布
変形図
＃４＃５＃６
最小主応力分布
[MPa]＃４＃５＃６ 輪重4ton
- 82 - 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.34-2 局所ソリッド解析 Model2-2 （Case1-2）（4ton 載荷，裏面表示） 
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図-3.35-1 局所ソリッド解析 応力比較結果 (スリット上部，ホットスポット応力換算) 
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図-3.35-2 局所ソリッド解析 応力比較結果 (スリット下部，ホットスポット応力換算) 
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（２）疲労評価 
１) 疲労評価方法 
図-3.36 に疲労評価フローを示す．鋼構造物の疲労設計指針（日本鋼構造協会）[3-5]より，
ホットスポット応力の疲労強度等級を十字継手非荷重伝達型非仕上げの E 等級と見なし，
その平均値を D 等級と仮定して許容応力範囲を設定した．Model-1-1 における 20ton 車載
荷時の疲労評価では，縦リブ⑤における横リブ・縦リブ交差部，及びデッキ・横リブ交差
部ともに圧縮応力が主に作用するため，平均応力補正係数を 1.3 とし，横リブ板厚は 9mm
なので，板厚補正係数を 1.0 とした．なお，各種安全係数は 1.0 とした． なお，対策構造
を含め，各モデルの縦リブ④における横リブ・縦リブ交差部，及びデッキ・横リブ交差部
ともに引張応力が主に作用するため，平均応力補正係数を 1.0 とした． 
設計応力範囲は，ホットスポット応力と走行位置補正係数から求めた．ホットスポット
応力は，溶接止端から 4mm,10mm 位置の応力から線形補間して算定した．なお，疲労評
価位置を縦リブ⑤もしくは縦リブ④の横リブ・縦リブ交差部並びにデッキ・横リブ交差部
溶接止端とした． 
 
 
図-3.36 疲労評価フローチャート 
現状構造に対する疲労評価（表２参照）
輪重載荷解析（輪重4ton）
軸方向応力影響線の算定
20ton車応力変動の算定
ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ応力の算定
軸直方向応力影響線の算定
走行位置補正係数の算定
実橋計測結果（応力頻度，載荷車走行試験）
実測に基づく補正係数の算定
疲労寿命の算定
設計応力範囲の算定 実測に基づく繰返し数の算定
疲労強度等級の設定
安全係数・補正係数の設定
許容応力範囲の算定
対策構造に対する疲労評価（表３参照）
輪重載荷解析（輪重4ton）
ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ応力の算定
設計応力範囲の算定（20ton車載荷相当）
20ton車換算係数の算定
実測に基づく繰返し数の設定 許容応力範囲の設定
疲労寿命の算定
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走行位置補正係数については，橋軸直角方向の車両走行分布を考慮して，縦リブ⑤にお
いて，横リブ・縦リブ交差部鉛直方向応力に対する走行位置補正係数を求め，その値を 0.807
とした．なお，縦リブ⑤における横リブ・縦リブ交差部及びデッキ・横リブ交差部の主応
力に対する走行位置補正係数については，横リブ・縦リブ交差部鉛直方向応力と同等と仮
定した． 
また，対策構造である Model-2-1,Model-2-2 については，現状構造（Model-1-1）の縦リ
ブ⑤における 4ton 載荷時応力に対する 20ton 車載荷時応力の比を算定し，その比に各モデ
ルの 4ton 載荷時応力を乗じることによって，対策構造における 20ton 車載荷相当の応力を
求めた． 
実測に基づく繰返し数は，高車交通量を 6000 台／レーン・日，年数を 30 年として求め，
その繰返し数を実橋計測結果に基づく補正係数を乗じることによって，実測に基づく 30 年
間繰返し数を算定した．実測に基づく補正係数は 0.176～0.493 であり，30 年間繰返し数は
1.2×107～3.2×107回とした． 
２) 応力変動の算定 
シェル要素を用いた全体解析における Model-1-1 のホットスポット応力に関する応力影
響線を図-3.37 に示す．なお，シェル要素を用いた全体解析で求めた応力変動をソリッド要
素で求めたズーミング解析の応力に線形補間した．図-3.37 よりデッキ・横リブ交差部ホッ
トスポット応力の最大値は-100.1MPa であり，着目横リブから横リブｽﾊﾟﾝの 1/4 程度離れ
た位置で最大となった．横リブ・縦リブ交差部ホットスポット応力の最大値は-84.4MPa で
あり，デッキ・横リブ交差部と同様に着目横リブから横リブスパンの 1/4 程度離れた位置で
最大となった． 
３）疲労評価結果 
ａ）20ton 載荷車の応力変動における疲労評価結果 
Model-1-1 における横リブ・縦リブ交差部及びデッキ・横リブ交差部の疲労評価結果を表
-3.11 に示す．表-3.11 より Model-1-1 における疲労寿命は横リブ・縦リブ交差部で 13～35
年，デッキ・横リブ交差部で 8～21 年であり，両者ともに 10～30 年程度で損傷する可能性
があることが分かった． 
ｂ）4ton 載荷時応力から求めた疲労評価結果 
対策効果を確認するために，ソリッド要素を用いた CASE1-2（縦リブ⑤載荷）における
ズーミング解析で求めた応力から，各モデルの縦リブ④，⑤に関する疲労評価を行った．
評価結果を表-3.12 に示す．なお，Model-1-1 における 4ton 載荷時応力から求めた疲労寿命
に対する 20ton 車載荷時疲労寿命の換算係数を求め，その係数を用いて，対策モデル
Model-2-1, Model-2-2 の 20ton 車載荷時疲労寿命を算定した． 
 表-3.12 より縦リブ⑤のデッキ・横リブ交差部の疲労寿命は，Model-1-1 で 8～21 年，
Model-2-1 で 8～20 年，Model-2-2 で 100 年以上となり，輪重直下ではスリットを閉塞
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した Model-2-2 の対策が最も効果的である． 
 同様に縦リブ⑤の横リブ・縦リブ交差部の疲労寿命は，Model-1-1 で 13～35 年，
Model-2-1 で 12～33 年，Model-2-2 で 49 年～100 年以上となり，デッキ・横リブ交差
部同様に Model-2-2 の対策が最も効果的である． 
 次に縦リブ④では，デッキ・横リブ交差部の疲労寿命において Model-1-1 で 23～59 年，
Model-2-1 で 100 年程度となり，輪重直下でなければ，横リブ下フランジ補強の対策も
効果的であることが分かった． 
以上より，横リブ下フランジを補強した補強案（Model-2-1）では輪重直下以外の縦リブ
で効果があり，L 型アングルでスリットを閉塞した補強案（Model-2-2）ではスリットまわ
りの局所せん断変形を抑制することができるので，輪重直下に関係なく大きな応力低減効
果が期待でき，ともに疲労寿命が 100 年を超える結果であった． 
 
表-3.11 現状構造（Model-1-1）の疲労評価結果（20ton 車載荷） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.12 各モデルの疲労評価結果（20ton 車載荷相当） 
 
 
 
 
 
 
 
最小表面応力 σ min (MPa)
最大表面応力 σ max (MPa)
応力範囲 Δ σ (MPa)
疲労強度等級*2
2×106回基本許容応力範囲 Δ σ f (MPa)
平均応力補正係数 CR
板厚補正係数 Ct
安全係数 γ =γ b・γ w・γ i
2×106回基本許容応力範囲（補正後） CRCtΔ σ f/γ (MPa)
走行位置補正係数 α 1
設計応力範囲 α 1Δ σ d (MPa)
実測に基づく補正係数 α 2 0.493 ～ 0.176 0.493 ～ 0.176
実測に基づく30年間繰返し数 α 2nt (ton) 3.2E+07 ～ 1.2E+07 3.2E+07 ～ 1.2E+07
30年間疲労損傷度 D30 2.4 ～ 0.8 3.9 ～ 1.4
疲労寿命 L （年） 13 ～ 35 8 ～ 21
Model-1-1
横ﾘﾌﾞ・縦ﾘﾌﾞ交差部
84.9 100.5
解析結果*1
（ﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ応力）
許容応力範囲
設計応力範囲
・
繰返し数*3
疲労評価*4
ﾃﾞｯｷ・横ﾘﾌﾞ交差部
D等級
1.3
0.807
68.5 81.1
1.3
100
0.807
縦ﾘﾌﾞ＜５＞
-84.4
0.5
130
1.0
130
1.0
縦ﾘﾌﾞ＜５＞
D等級
-100.1
0.4
100
1.0
1.0
設計応力範囲*1 α 1Δ σ d (MPa)
疲労強度等級*2
2×106回基本許容応力範囲 CRCtΔ σ f/γ (MPa)
疲労寿命*3*4 L (年） 10 27 --- --- 8 21 7 21
現状構造に対する疲労寿命の比率
設計応力範囲*1 Δ σ (MPa)
疲労強度等級*2
2×106回基本許容応力範囲 CRCtΔ σ f/γ (MPa)
疲労寿命*3*4 L (年） 83 ＞100 --- --- 13 35 12 33 48 ＞100
現状構造に対する疲労寿命の比率
＞100 ＞100
28.2 23.9 --- 68.5 70.1 44.1
57.4 25.5 --- 81.1 81.9 22.0
ﾃﾞｯｷ・横ﾘﾌﾞ交差部
横ﾘﾌﾞ・縦ﾘﾌﾞ交差部
D等級
100
D等級
100
1.00---
＞100
1.64
50.40
130
3.76
D等級
Model-2-2
ｽﾘｯﾄ閉塞
Model-2-1
横ﾘﾌﾞ下ﾌﾗﾝｼﾞ追加
D等級
130
D等級
130
D等級
130130
D等級
0.97
1.00 0.93---
D等級
130
D等級
100
1.00
1.00
---
---
11.35
縦ﾘﾌﾞ＜５＞
Model-1-1
現状構造
---
---
横ﾘﾌﾞ下ﾌﾗﾝｼﾞ追加
D等級
100
縦ﾘﾌﾞ＜４＞
Model-1-1
現状構造
Model-2-2
ｽﾘｯﾄ閉塞
Model-2-1
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図-3.37 縦リブ⑤における応力変動 （ホットスポット応力換算） 
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（３）補修補強方針 
１）FEM 解析のまとめ 
前述の FEM 解析では補強案として以下の２ケースを検討した． 
 補強案（１）H 鋼添設による横リブ補強 
 補強案（２）L 型アングル付添設版設置によるスリット閉塞 
それぞれの補修案の上部および下部き裂に対する応力低減効果は以下のようであった． 
ａ）上部き裂（デッキ－横リブ溶接部，今回補強対象）への応力低減効果 
 補強案（１）では，輪荷重直下の縦リブ⑤では応力低減が見込めないが，その他の縦
リブでは３～４割程度の応力低減効果がある． 
 補強案（２）では設置した箇所の応力（縦リブ⑤）で７割程度の応力低減効果がある． 
ｂ）下部き裂（横リブ－縦リブ溶接部）への応力低減効果 
 補強案（１）では，補強前後の応力はほぼ同等である． 
 補強案（２）では，縦リブ⑤に対して 36%の応力低減効果がある． 
以上より，き裂発生原因として輪重直下の縦リブ交差部スリットでは輪重が直接作用する
影響が大きいが，それ以外の縦リブではスリットの局部せん断変形の影響が大きく，加え
て溶接止端部の応力集中と重なって応力が大きくなり，き裂が発生したと考えられる．ま
た，既設の下部補強の L 型アングル添接板がデッキ・横リブ交差部損傷に与える影響は低
いと考えられる． 
２）補強方針 
補強案（１）は，デッキ－縦リブ溶接部に対して，輪重直下の縦リブには補強効果がな
いが，横リブたわみを小さくすることでスリットまわりの局所せん断変形を抑制するでき
るため，輪荷重直下意外の縦リブで応力低減が可能である．しかしながら，横リブ－縦リ
ブ溶接部へは応力低減効果がない．補強案（２）は，スリットまわりの局所せん断変形を
抑制することができるので，大きな応力低減効果が期待できる．また，横リブ－縦リブ溶
接部へも一定の応力低減効果がある．よって，上側き裂（デッキ－縦リブ溶接部）への補
強効果が高く，下側き裂（横リブ－縦リブ溶接部）へも補強効果のある，L 型アングル付添
設板設置によるスリット閉塞（補強案（２））を採用することとした．アングル板設置にあ
たっては，先行したスリット下部に対するアングル板が隣接して設置されているか否かに
よって，写真-3.4 に示すようにあて板サイズやフィラーの有無を変え，４種類の組み合わせ
とした． 
 
３．３．３ 対策効果の確認 
（１）試験車走行試験 
測定は試験車（20t）を走行させ，その際の発生応力を動的に計測した．確認事項と測定
果を以下のとおりである．試験車走行位置計測結果を図-3.38 に示す． 
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写真-3.4 Ｌ型アングル付添接板の種類 
 
１） 補強効果の確認（上部まわし溶接部近傍の補修前後応力性状比較）  
スカ－ラップ上部横リブコバ面の応力（ゲ－ジＮｏ.2，4．7）を表-3.13 に示す．縦リブ
直上に載荷された場合（載荷ケース 5-1 の 4 番ゲージ，載荷ケース 6-2 の 7 番ゲージ），補
強による応力低減率は 55 および 34％である．FEM 解析では⑤番リブ（４番ゲージに対応．
溶接部ホットスポットで評価）で約 70%の応力低減が見込まれており，解析に比べ補強効
果は若干小さくなっている．載荷位置がずれた場合，応力低減効果が劣る場合があるが，
その場合，発生応力そのものが低く，疲労上問題となる大きな応力が発生している載荷ケ
－スでは相応の応力低減効果を発揮している． 
スカ－ラップ上側横リブ腹板の応力（ゲ－ジＮｏ.5）を表-3.14 に示す．⑤番リブ直上載
荷（ケース 5-1，5 番ゲージ）の場合，補強前後とも圧縮応力が卓越し補強による応力低減
率は 26％である．載荷位置が⑥番リブ側へ移るに従い，補強前では引張応力が卓越するよ
うになる．これに対し，補強後は圧縮応力が卓越したままであるため，最小主応力を比較
した場合補強後の方が大きくなる結果となっている．しかし，いずれの載荷ケ－スとも発
生応力の大きさは載荷ケ－ス 5-1 より小さいため，この結果が今回の補強効果を否定する材
料とはならないと考えられる． 
２） 下部補修あて板の上部き裂への影響（上部まわし溶接部近傍の下部補修有り無し応力
性状比較） 
スカ－ラップ上側横リブコバ面の応力（ゲ－ジ NO.2：11,13，NO.7：12）を表-3.15 に
示す． 
 
 
 
 
    
    
 
 
- 91 - 
 
前回あて板が無い位置（ゲ－ジ NO.2,7）と比較し，ある位置（ゲ－ジ NO.11,12,13）の
応力はいずれも低減されており，前回あて板が上側亀裂発生に悪影響を及ぼしている可能
性は低いと考えられる． 
３） 上部補修あて板による下部まわし溶接部の応力低減効果確認（下部まわし溶接部近傍
補修前後応力性状比較） 
表-3.16 にゲ－ジ NO.1,3 の応力を表-3.16 に示す．直上に載荷された場合の着目部（ケー
ス 5-1，⑤番リブ 3 番ゲージ最小主応力）の補強による応力低減率は 18％程度であるが，
載荷位置が直上からずれると補強後の応力が補強前と比較して増加する傾向にある．④番
リブ（ゲージ NO.1：最小主応力）はすべての載荷ケースで補強後に応力が増加した．⑥番
リブ（ゲージ NO.6：鉛直方向応力）はすべての載荷ケースで補強後に応力が減少した． 
FEM 解析は，⑤番リブのみあて板をして，⑤番リブ直上に載荷したケースのみを実施して
おり，応力低減率は約 30％であった． 
（２）応力頻度測定 
スカ－ラップ上部まわし溶接部き裂部において，補強前に 24時間の応力頻度計測を行い，
疲労寿命を試算した．応力波形は連続記録し，レインフロー法により頻度解析処理を行っ
た．継ぎ手等級は「Ｄ等級」，「Ｅ等級」，「Ｆ等級」の３種類を仮定，また疲労限について
は，これを考慮する「マイナ－則」場合と考慮しない「修正マイナ－則」場合のそれぞれ
で算出した．表-3.5 に計測結果を示す．継手等級をＦ等級とした場合，疲労寿命は約 5 年
～13 年（マイナー則）と試算された．また，Ｄ等級とした場合でも疲労寿命は約 10 年～
34 年となり，当該まわし溶接部は亀裂がいつ発生してもおかしくない状態にあるものと推
察される．リブごとの実際の亀裂発生数は⑥番リブが④，⑤番リブと比較して少ないが，
試算された疲労寿命は⑥番リブが一番短い結果となり整合が取れない．ここで，各縦リブ
位置での最大，最小応力度を比較すると，④番リブでは引張応力（66.2Mpa）が卓越して
いるのに対し，⑤番では圧縮応力（-61.0Mpa）が卓越し，⑥番リブでは更に圧縮応力が大
きくなっている（-83.4Mpa）．この発生応力の方向の違いが疲労寿命算出結果と実際のき裂
発生数の不整合を招いた原因の一つとして考えられる． 
（３）対策効果の確認 
上部まわし溶接部に対してはスリット閉塞あて板により，応力低減効果が見られた．た
だし，下部まわし溶接部へは載荷状態によっては補強後に応力が増加する結果となった．
その後の研究で，あて板ディテールを改良したもの（写真-3.4 のタイプ１）により補強した
実橋にて応力計測をしたところ，スリット上部および下部ともに補強前後で 50%程度以上
の応力低減があった[3-7]．これにより， L 型アングルでスリットを閉塞した補強によりス
リットまわりの局所せん断変形を抑制することができ，載荷位置に関係なくスリット上下
ともに大きな応力低減効果が期待できることがわかった． 
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ケ－ス 5－1（⑤番縦リブのほぼ直上）   ケ－ス 5－2（⑤番縦リブ直上より 8cm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   Ｌ1＝補強前：558mm 補強後：542mm    Ｌ1＝補強前：643mm 補強後：638mm 
   Ｌ2＝補強前：842mm 補強後：858mm    Ｌ2＝補強前：757mm 補強後：762mm 
縦リブ⑤からの後輪中心偏心量        縦リブ⑤からの後輪中心偏心量 
  ｅ＝補強前：－2mm 補強後：－18mm     ｅ＝補強前：＋83mm 補強後：＋78mm 
 
ケ－ス 6－1（⑤と⑥番縦リブのほぼ中間）  ケ－ス 6－2（⑥番縦リブのほぼ直上） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   Ｌ1＝補強前：714mm 補強後：725mm    Ｌ1＝補強前：844mm 補強後：833mm 
   Ｌ2＝補強前：686mm 補強後：675mm    Ｌ2＝補強前：556mm 補強後：567mm 
縦リブ⑤からの後輪中心偏心量        縦リブ⑤からの後輪中心偏心量 
  ｅ＝補強前：＋154mm 補強後：＋165mm    ｅ＝補強前：＋284mm 補強後：273mm 
 
注：縦リブ⑤からの偏心量で＋は中分側，－は高欄側への偏心を示す 
（試験車後方の支援車より VTR撮影し走行位置を算定） 
図-3.38 試験車走行位置計測結果 
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表-3.13 試験車走行試験：補強前後における発生応力比較(横リブウェブデッキプレート下コバ面） 
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表-3.14 試験車走行試験：補強前後における発生応力比較(横リブウェブデッキプレート下） 
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表-3.15 試験車走行試験：補強前後における発生応力比較(横リブウェブデッキプレート下コバ面） 
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表-3.17 応力頻度測定結果 
 
３．４ まとめ 
バルブプレートタイプの鋼床版において，デッキ・横リブ交差部に発生したき裂損傷に
対して輪重載荷解析を行い，その結果から損傷原因の推定及び補修構造の対策効果につい
て検討し，以下の知見を得た． 
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(1) スリット下部まわし溶接部亀裂発生原因としては，輪荷重載荷によるスリット溶接部
の局部応力集中が考えられたため，縦リブからアングル付添接板を通じて荷重が横リ
ブに伝達されるバイパス効果により，溶接部への応力集中を緩和することとした． 
(2) スリット上部まわし溶接部き裂発生原因として輪重直下の縦リブでは輪重が直接作用
する影響が大きいが，それ以外の縦リブではバルブプレートまわりスリットの局部せ
ん断変形の影響に加えて，溶接止端部の応力集中と重なって応力が大きくなり，き裂
が発生したと考える． 
(3) 解析による評価では，スリット下部まわし溶接部より，上部まわし溶接部の方が先に
き裂が発生する結果となった．しかし，応力差は２割程度なので，疲労寿命に換算す
ると約 1.7 倍となり，溶接形状のばらつき等を考えると，ほぼ同時期にき裂は発生する
ものと推測する． 
(4) 下部補強した現状構造（L 型アングル添接板補強）の応力は，下部補強無しの現状構造
とほぼ同等の応力であり，上部まわし溶接部に与える影響は低いと考える． 
(5) 上部まわし溶接部対策構造案として，L 型アングルでスリットを閉塞した補強案ではス
リットまわりの局所せん断変形を抑制することができ，大きな応力低減効果が期待で
きる． 
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第４章 鋼製橋脚隅角部疲労損傷の要因と対策 
４．１ はじめに 
鋼製橋脚隅角部には大きな断面力が作用し，また梁および柱のフランジやウエブ鋼板が
複雑に交差しているため溶接内部に不溶着部が生じやく，疲労損傷が多発している[4-1]．
阪神高速道路では，昭和 57年に阪神高速３号神戸線の T型単柱橋脚において当該部の疲労
損傷が国内で初めて発見され，同年に緊急対策として補強リブが取り付けられている[4-2]，
[4-3]．また，兵庫県南部地震後の平成７年に補強リブ溶接部に損傷が発見され，同年に補
修が行われた．その後，隅角部の疲労損傷が全国的に問題となり，平成 14年度に阪神高速
道路全線において，隅角部を有する鋼製橋脚数を対象に調査が行われ（以下、「一斉点検」
という），本橋脚の補強リブ先端とスカーラップの回し溶接部にき裂が再発しているのが発
見された[4-3]，[4-4]．当初の補修設計思想においても，隅角部の応力を低減することによ
り疲労寿命を延ばすことを考えていたが，補強リブ取付け溶接への応力集中を考慮してい
なかったものと思われる． 
本研究では，損傷が再発した疲労対策補強リブを含めた隅角部全体の疲労対策のための 
FEM解析および応力頻度測定を実施し，補強構造を提案した． 
 
４．２ 損傷の経緯 
４．２．１ 損傷橋脚の概要 
神 P352 および P353 橋脚（以後，「神 P352(353)」という）の構造は，T 型鋼製単柱で
あり，橋脚の両側に道路および軌道（現在，軌道は撤去）があることから，梁は左右非対
称で張り出しが大きくなっている（図-4.1，写真-4.1）．板組としては，図-4.2の模式図を示
すように，梁部分のブロックを柱上に載せた形式で，両者はグルーブ溶接にて接合されて
いる．図-4.3に隅角部の構造詳細図を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1 神 P352(353)一般図         図-4.2 神 P352(353)板組模式図 
※< >内数字は神 P353 
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写真-4.1 神 P352（前方）と神 P353（後方） 
 
 
４．２．２ 昭和 57年の損傷・補修状況 
昭和 45 年に供用開始された神 P352 において，昭和 57 年度の定期点検時に，写真-4.2
と図-4.4に示すようなき裂損傷が確認された．き裂部付近の内外面に対する磁紛探傷試験及
び現地でのマクロ試験により，き裂は溶接金属部に生じていることが確認された．表面に
開口したき裂は，橋脚梁の短い側の隅角部に見られ，柱ウエブ側に 57mm，フランジ側に
74mm の長さを有しており，そのうちの一つは内面にまで貫通していた．また，同様に他
の隅角部については表面には開口していないが，磁粉探傷試験の結果，溶接部に線状欠陥
指示模様が見られたことから，溶接欠陥があるものと推定された． 
この種の損傷は，荷重繰り返し条件下において材料，構造，溶接施工等の因子が複合し
て発生する場合が多い．当橋脚においても活荷重による設計上の変動応力幅が約 110MPa
と継手等級 D での 200 万回疲労強度程度と高く，路線の利用交通量が 27,000 台／日・車
線，大型車混入率が 10％以上であり，荷重繰り返しが厳しい条件下にある．また，SM58
図-4.3 隅角部構造詳細図 
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厚板の多層溶接および，応力的に厳しい隅角部での十字溶接継手という溶接品質確保が難
しい構造である上に，建設当時の欠陥検査水準の問題を考えると，き裂はスラグ巻き込み
やブローホール等の溶接欠陥が残留応力や拘束応力の厳しい条件下で，活荷重応力の繰り
返し等が要因となって拡大したものと推定された．  
当初（昭和 57年）の補修は当橋脚が両側に道路および軌道に近接しているという空間的，
時間的制約を勘案し，溶接による補強板取り付けを行い，き裂部の補修溶接を行うことと
した．図-4.5に示す補強リブ aを，橋脚柱中心軸に対して対称の柱内面に 8枚取り付け後，
8枚を柱外面（うち、4枚は梁内面）に取り付けた．次に，4枚の補強リブ bを取り付けた
が，梁および柱フランジ端部に近接した多層溶接となるので，ラメラティアに対する配慮
から，ウエブ端より 20mm 内側に移動させた．これら補強板の取り付け後，表面および内
部欠陥が検出された 4 隅に対して補修溶接を行った．その範囲は，非破壊検査結果および
局部応力解析で得られた応力分布状態を踏まえ，隅角部端部より 250mmとし，溶接をガウ
ジングし再溶接を行った[4-2][4-3]． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.2 昭和 57年の隅角部き裂損傷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4 昭和 57年の隅角部き裂損傷 
 
図-4.5 昭和57年の補強リブ 
 
補強リブb
(t=25mm)
補強リブa
(t=25mm)
(補強リブaの詳細)
(補強リブbの詳細)
補強リブb
a-2
a-1
a-3
a-4
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４．２．３ 平成 7年の損傷・補修状況 
 平成 7年の阪神大震災後の詳細調査により，神 P353において，写真-4.3に示すように先
に取り付けられた補強リブ先端にき裂損傷が確認された．そこで，き裂損傷部をグライン
ダーにて削り取り外面補強リブの梁側先端に三角状の追加補強リブを取り付け，リブ形状
を改良した（写真-4.4，図-4.6）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.3 平成 7年の補強リブき裂損傷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.4 平成 7年の追加補強リブ      図-4.6 平成 7年の追加補強リブ 
 
４．２．４ 平成 14年の損傷状況 
平成 14年に実施した鋼製橋脚隅角部の全路線一斉点検により，神 P352(353)に補強リブ
溶接部にき裂損傷が確認された．また，平成 16年度に詳細調査が実施された．その調査結
果を表-4.1および図-4.5，図-4.6に示す．き裂損傷は，梁の張り出しが大きい側の隅角部に
多く，外面の補強リブ先端溶接部（タイプ１），スリットまわし溶接部（タイプ２），旧補
強リブと追加補強リブの溶接部（タイプ３）及び，内面の補強リブ先端溶接部（タイプ１）
に発生している（図-4.7，表-4.2）．代表損傷として補強リブ a の追加補強リブ梁側先端の
溶接止端部に発生したき裂を写真-4.5に示す． 
補強リブb
補強リブa-1
追加補強リブ
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表-4.1 き裂損傷調査結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.5 神 P352き裂発生位置図     図-4.6 神 P353き裂発生位置図 
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図-4.7 き裂タイプ分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
き裂タイプ１（神 P353①-3）        き裂タイプ２（神 P353①-2） 
 
 
 
 
 
き裂タイプ３ 
（神 P353①-4） 
 
写真-4.6 各き裂タイプの代表的損傷状況 
 
４．３ 損傷要因の検討 
神 P352の応力状態及び補強リブの影響を把握することを目的にFEM解析および応力頻
度測定を実施し，実測応力範囲と T 荷重による FEM 解析を用いた隅角部の応力範囲を比
較した． 
４．３．１ FEM解析（あて板補強前） 
（１） 解析モデルおよび荷重条件 
解析モデルは，図-4.8に示すように着目部隅角部近傍の鋼板を薄肉シェル要素，他の梁・
柱部材を梁要素でモデル化し，実構造の橋軸方向の対称性を考慮した隅角部の 1/2対称の三
き裂タイプ き裂発生リブ 
タイプ 1 追加リブの梁側溶接先端部 
タイプ 2 旧リブのスカーラップ回し溶接部 
タイプ 3 旧リブと追加リブ間の溶接部 
梁下フランジ 
追加補強リブ 
柱ウエブ 
補強リブ 
補強リブ 
追加補強リブ 
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次元モデルとした．隅角部の要素分割は、1要素 4節点および３節点平面薄肉シェル要素（要
素数は 34474，要素最小サイズは 25mm四方）とし，部材板厚は幾何形状として入力した．
汎用有限要素解析ソフト stand7 を用い，応力評価点は要素内積分点（GAUSS）により算
出した応力値を節点に外挿した． 
荷重条件は変動応力範囲の算出にあたり，上部工活荷重として「鋼構造物の疲労設計指
針・同解説」の設計例を参照し，T-60 荷重を 1 台考慮した．図-4.9 のように，橋軸方向に
は支承線上に後輪が載荷された場合を考え，幅員方向には建築限界を考慮し，壁高欄から
250mmの位置に片側タイヤを置くように 1台載荷する．載荷ケースは，梁の張り出しの大
きい側のみ（以下，左側偏載）および張り出しの小さい側のみ（以下，右側偏載）とした． 
（２） 応力状態 
左側偏載による，a) 補強リブ aおよび bがある構造，b) 補強リブ aの全てを撤去した構
造，および c) 補強リブが全くない竣工時の構造の 3ケースにおける最大および最小主応力
等高線図を図-4.10に示す．補強リブの存在により，梁下フランジ部の応力分布はそれぞれ
で異なり，特に補強リブ先端部に応力集中が生じていることが確認できる． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.8 FEM解析の隅角部 1/2モデル 
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図-4.9 荷重載荷図 
（ a ）死荷重
（ b ）左側偏載
（ｃ）右側偏載
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図-4.10左側偏載時応力等高線図（左：最小主応力，右：最大主応力） 
 
a) 補強リブaおよびbがある構造 
 
b) 補強リブaを撤去した構造 
 
c) 補強リブaおよびbを撤去した構造（竣工時構造） 
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（３） 補強リブの影響および応力範囲 
本橋脚では，補強リブに損傷が多く発生した梁の張り出しの大きい側における隅角部に
着目し，梁下フランジの応力状態に着目して，応力範囲及び補強リブの影響を把握する．
応力算出点は柱フランジから 50mm，梁ウエブから 50mm離れた梁下フランジとした.（図
-4.11）着目部位について，応力度及び応力範囲を算定したものを表-4.2，図-4.12 に示す．
ここで応力範囲とは．右側偏載時と左側偏載時の着目部の応力差であるが，左右偏載時応
力が同方向の場合は絶対値最大とした． 
a)補強リブ aおよび bがある構造と比較し，b)補強リブ aを撤去した場合の応力範囲ほぼ
同じで，c)補強リブが全くない竣工時の構造の場合は応力範囲が約 2.5倍となっている．よ
って，補強リブ a の，隅角部の応力低減効果は少なく，補強リブ b の効果は高いことがわ
かる． 
 
表-4.2 応力度および応力範囲 
                                (MPa) 
荷重ケース 補強リブ a,b 有り 補強リブ b 有り 補強リブ a,b 無し 
右側偏載 -2 -4 9 
左側偏載 -29 -30 -58 
応力範囲 29 30 67 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.11 応力算出箇所（左側梁部下フランジ） 
 
柱フランジ及び梁ウエ
ブより 50mm 
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図-4.12 左梁下フランジ応力分布 
(MPa) 
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４．３．２ 応力頻度測定 
隅角部近傍の応力度及び応力範囲を確認するために，72 時間の応力頻度測定を行った．
測定位置は，図-4.13 のように張出長の大きい方の梁下フランジの柱フランジから 50mm，
1000mm及び補強リブ bの先端から 20mmである．表-4.3は応力頻度測定の応力度と応力
範囲を示している．また，同表には同地点における FEM 解析結果による T-60 荷重の左右
偏載時の応力度及び応力範囲を表している．これらを比較すると，応力頻度測定と FEM解
析の応力範囲は概ね一致しているのが分かる．このことより，実荷重は T-60荷重と同程度
と考えられる．また，補強リブ bの先端付近（ゲージNo.22）の応力範囲は 60MPa程度と
大きいことがわかった． 
 
４．４ あて板補強設計 
４．４．１ FEM解析 
本検討により，隅角部近傍の応力は補強リブ b により低減されていることがわかった．
その反面，補強リブ先端に応力集中が起こっており，また，損傷もその補強リブ先端に確
認されている．これらより，補強リブ b の有無にかかわらず補強する必要があると判断し
た．補強は，隅角部補強の基本構造としている支圧接合用高力ボルトによるあて板補強方
法を採用することとし，あて板補強効果及び補強リブを存置する影響を把握することを目
的に 2.5.1と同じモデルを用いて FEM解析を行った．この際に，あて板の支圧接合ボルト
をばね要素（板面内のばね剛性 k=EA/t，t は補剛材と母材の板厚中心間距離）でモデル化
した．  あて板には，図-4.13のように板を柱両側の隅角部に取り付けた構造とした．上
部工活荷重は竣工時の設計に用いられた設計荷重（L荷重）とし，隅角部の応力が最も厳し
くなるように，張り出しの大きい梁のみに載荷した．解析は，補強リブ撤去の組み合わせ
から 12 ケース（表-4.3）行った．表-4.4 に結果を示す．応力算出点は張出の大きい左側梁
部下フランジの柱フランジから 50mm，梁ウエブから 50mm離れた位置とした．また，あ
て板補強前と比較した応力低減率をカッコ内に示す．補強リブ a の主応力度は，補強リブ
a-1～4（図-4.14）における左右いずれかの箇所での最大，最小応力度を示し，補強リブ b
主応力度は，補強リブ b における左右いずれかの箇所での最大，最小応力度を示す．リブ
の主応力度のケース①については，活荷重を柱右側の梁のみに載荷したときの同箇所にお
ける応力度もカッコ内に示した．また，あて板の応力度及び支圧ボルトのせん断力も合わ
せて表示した．あて板の補強効果については，あて板による応力低減率より，どのケース
においても 50%程度の効果があった．補強リブ bについては，ケース⑤-Rと⑥-R を比較す
ることにより，補強リブ b が無い場合，あて板及び支圧ボルトにそれぞれ大きな応力とせ
ん断力が発生し，また，隅角部端部の応力も大きくなる．補強リブ a については，ケース
①～④を比較することにより，a-1と a-2を共に撤去する方が補強リブ自体に発生する応力
が小さくなった．さらに，補強リブ aの撤去は補強リブ bに影響を与えないことが分かる． 
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図-4.12 応力頻度測定位置図 
 
 
表-4.3 応力範囲の比較 
（MPa) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最大 最小 応力範囲 最大 最小 応力範囲
1 70 4 -26 30 0 -28 28
2 175 4 -20 24 -1 -22 22
3 390 4 -18 22 -1 -16 16
4 1000 4 -32 36 -1 -18 18
5 1610 2 -18 20 -1 -16 16
6 1825 4 -20 24 -1 -22 22
7 1930 6 -24 30 0 -28 28
22 32.5 12 -46 58 10 -59 69
24 32.5 10 -22 32 -30 0 30
25 350 8 -26 34 -31 0 31
26 1000 6 -22 28 -26 -1 26
ゲージ
Ｎｏ．
終点側梁ウエ
ブ外側からの
距離（mm）
応力測定 FEM解析
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    図-4.13 あて板補強モデル図         図-4.14 補強リブの名称 
  
表-4.4 FEM解析ケース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.5 FEM解析結果 
a-1 a-2 a-3 a-4 b
① 現況構造 有 有 有 有 有 無 補強リブa,b有り
①-R 現況+あて板 有 有 有 有 有 有
② 現況+補強リブ撤去 無 有 有 有 有 無
②-R 現況+補強リブ撤去+あて板 無 有 有 有 有 有
③ 現況+補強リブ撤去 無 無 有 有 有 無
③-R 現況+補強リブ撤去+あて板 無 無 有 有 有 有
④ 現況+補強リブ撤去 無 無 無 有 有 無
④-R 現況+補強リブ撤去+あて板 無 無 無 有 有 有
⑤ 現況+補強リブ撤去 無 無 無 無 有 無
⑤-R 現況+補強リブ撤去+あて板 無 無 無 無 有 有
⑥ 竣工時構造 無 無 無 無 無 無 補強リブ無し
⑥-R 竣工時+あて板 無 無 無 無 無 有
補強リブ 
あて板 備考ケース
最大 最小 最大 最小 最大 最小
(MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (kN)
① -87 97 -231 177 -350 ---- ---- ----
①-R -44 (50%) 57 -142 116 -182 120 -230 53
② -89 157 -61 182 -361 ---- ---- ----
②-R -44 (50%) 98 -40 118 -187 123 -237 55
③ -90 51 -63 182 -365 ---- ---- ----
③-R -45 (50%) 35 -41 119 -189 124 -239 55
④ -89 49 -55 183 -365 ---- ---- ----
④-R -44 (50%) 34 -35 119 -189 124 -240 55
⑤ -90 ---- ---- 183 -366 ---- ---- ----
⑤-R -44 (51%) ---- ---- 119 -189 124 -240 55
⑥ -174 ---- ---- ---- ---- ---- ---- ----
⑥-R -76 (56%) ---- ---- ---- ---- 168 -332 72
支圧ボルト
せん断力ケース
補強リブa主応力度 補強リブb主応力度 あて板の応力度左下FLGの
応力度
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４．４．２ 隅角部補強の方針 
 本解析から，補強リブ a の撤去に伴う補強リブ b への影響は小さく，また，補強リブの
主応力度及びあて板の応力度が最も低減できる構造が，梁側の補強リブ a-1,2を撤去した構
造ケース③-R であることが確認された．補強リブ a-1,2 には亀裂が確認されていることか
らも，この部分は除去することが好ましい．よって，③-Rを最適な構造と判断した．  
 あて板のサイズについては，標準設計において，あて板の突出長を梁高の 35%程度とす
ること[4-6]とされていたが（図-4.15），この必要な突出長を確保した上で，柱の添接部を跨
ぐ構造とした場合，非常に大きなあて板サイズとなり（図-4.16），路下の街路の建築限界等
の制約から適用が困難であった．今回，図-4.17に示すような添接部を跨がないサイズのあ
て板にて前述の FEM 解析を行い，既存補強リブを併用した場合の応力低減効果を確認し，
あて板面積を小さくする（あて板高さを 2220mmから 880mmに縮小する）ことができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.15 あて板設計要領[4-6] 
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図-4.16 標準設計によるあて板の構造図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.17 今回採用したあて板の構造図 
 
柱添接部 
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４．４．３ 隅角部あて板補強の施工 
 補強工事は平成 16年度に実施された．当初損傷時は当該橋脚の片側に軌道が近接してお
り，時間的・空間的制約があったが，現在軌道は撤去されており（反対側の街路は存置），
今般，あて板による補強が可能となったものである． 
施工方法は，補強リブ b を存置することとしたため，補強リブ先端溶接部にき裂が発生
していないことを確認した上で（写真-4.7），梁側溶接を含む部分を薄く切断し，残した溶
接の形状を仕上げ，補強リブ bに滑らかに擦り付けた（写真-4.8，図-4.18）．あて板設置後
に補強リブ a-1，a-2を撤去した（写真-4.9）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.7 切削調査状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-4.8 補強リブ bグラインダー仕上げ状況      図-4.18 補強リブ bの整形 
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写真-4.9 あて板設置，補強リブ a撤去状況 
 
４．5 まとめ 
 鋼製橋脚隅角の隅角部疲労対策リブ溶接に再発した疲労き裂について，過去の対策効果
を確認した上で，新たなボルト添接によるあて板補強にて隅角部の応力低減を図った． 
(1) 当初の補強リブの効果を FEM解析および応力頻度測定により確認したところ，隅角部
の応力低減効果を発揮していることがわかった．しかし，リブ先端の溶接部には応力
集中しており，今後も損傷発生が懸念されることから，隅角部全体の応力低減を行う
必要があると判断した． 
(2) ボルト添接によるあて板補強の効果を FEM 解析により確認し，隅角部の応力を 50％
程度させることが推定された． 
(3) 応力低減効果の高い既存補強リブ b と併用することにより，張出しの大きな梁のあて
板面積を四分の一程度に縮小することが可能となった． 
 
参考文献 
[4-1] 阪神高速道路株式会社：阪神高速道路における鋼橋の疲労対策，2012. 
[4-2] 鋼構造委員会疲労変状調査小委員会：鋼橋の疲労変状調査，土木学会論文集，第 368
号/Ⅰ-5，1986. 
[4-3] 今井宏典・藤野勘滋・山崎鷹生・水元義久：鋼構造物の変状と補修，橋梁と基礎 8月
号，pp.65-69，1983. 
[4-4] 今田勝昭・伊藤進一郎・川上順子：疲労対策補強リブに損傷が生じた鋼製橋脚の隅
角部補強設計，阪神高速道路公団第 37回技術研究発表会論文集，No.19，2005. 
[4-5] 今田勝昭・伊藤進一郎・川上順子・小野裕昭：隅角部補強リブにき裂損傷が生じた鋼
製橋脚の隅角部補強設計，土木学会第 60回年次学術講演会講演概要集, Ⅰ-411，2005. 
[4-6] 阪神高速道路公団：鋼製橋脚隅角部に関する調査研究委員会平成 14 年度報告書，
2002. 
[4-7] 阪神高速道路公団：鋼製橋脚隅角部補強工事（15-1-神・湾岸）報告書，2005. 
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第５章 結論 
 
本論文は，都市内高速道路における既存鋼橋の疲労損傷のうち，直上交通と橋梁構造全
体の安全性への影響の大きい鋼床版と鋼製橋脚に着目し，鋼床版においては，U リブとデ
ッキプレート縦溶接部およびバルブリブと横リブ交差部，鋼製橋脚については対策済み隅
角部に再発した疲労損傷に対する有効な対策手法を立案することを目的とした調査・研究
を行い，以下の結論を得た． 
 
第１章では，鋼橋における疲労損傷の発生状況を含む本研究の背景と目的を述べ，既往
研究を概括した後，本論文の構成を示した． 
 
第２章では，鋼床版 U リブとデッキプレート縦溶接部疲労損傷について，供用下の桁下
面から実施可能な対策手法を立案した． 
対策として損傷溶接部の必要のど厚を確保するため，現場での再溶接に着目し，その有
効性を簡単な面外曲げ疲労試験により評価した．また供用下での溶接施工については，施
工試験や現地計測した溶接部の開口変位と振動のデータから総合的な検討を行い、昼間時
間帯であれば，直上車線の規制は回避できること，桁下面からの供用下施工であっても溶
接の品質が確保できることを確認し，平成 17年度に補修工事を実施した．その後の最新の
定期点検（平成 24年度）までは補修溶接部表面にビード貫通き裂の再発は認められず，経
過監視中である． 
都市内高速道路のような重交通路線や迂回する代替路線がない路線等での補修工事にお
いては，交通遮断を極力避ける必要がある．本工法は桁下面からの施工が可能であること
から，今後ある程度の疲労耐久性が確認できれば，綿密な施工・品質管理の実施を前提と
して，適用可能な工法の一つと考えられる． 
 
第３章では，鋼床版バルブリブと横リブ交差部のスリットまわし溶接部疲労損傷の対策
手法を立案した． 
先行して発見されたスリット下部まわし溶接部き裂に対しては，輪荷重載荷に伴うスカ
ーラップへの応力集中を低減するため，山形鋼を縦リブと横リブにボルト添接（L型アング
ル付添接板）により応力緩和する手法を用いた． 
その後スリット上部のまわし溶接部においてもき裂が発生しているのが確認された．
FEM 解析により，損傷要因としてスリットまわりの局部せん断変形の影響が考えられた。
また，解析による評価ではスリット上部および下部まわし溶接部のき裂はほぼ同時期に発
生するものと推測され，下部補強した構造（L型アングル添接板補強）の応力は，上部まわ
し溶接部に与える影響は低いと考えられた．よって対策構造として，L型アングルでスリッ
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トを閉塞することで局部せん断変形を抑制し応力低減することが有効と考えられた．対策
実施後の応力計測による効果検証では，FEM 解析結果より若干低いものの応力低減率が
34~50%程度となり，またスリット下部にも応力低減効果を発揮していることがわかった．
ただし，スリット下部へは載荷状態によっては補強後に応力が増加する結果となった．そ
の後の研究で L 型アングルの構造ディテールを改良すれば，載荷位置に関わらずスリット
上下部ともに応力低減効果があることがわかった． 
 
第４章では，過去に補強リブの溶接取り付けによる疲労対策が施された T 型単柱鋼製橋
脚隅角部に再発したき裂に対する損傷要因分析と対策を検討した． 
当初の補強リブの効果を FEM解析および応力頻度測定により確認したところ，隅角部の
応力低減効果を発揮していることがわかった．しかし，リブ先端の溶接部には応力集中し
ており，今後も損傷発生が懸念されたため，ボルト添接による新たなあて板補強にて隅角
部全体の応力低減を図ることとした．このあて板補強により，FEM解析の結果，隅角部の
応力を 50％程度させることができることがわかった．また，応力低減効果の高い既存補強
リブと併用することにより，あて板サイズを標準設計より四分の一程度に縮小することが
できた． 
  
本研究により立案された手法は，その後，他の鋼床版橋でも同様の損傷が頻発している
ことから，U リブ縦溶接部の現場再溶接および，バルブ縦リブ交差部の L 型アングル付添
接板補強を実施した先行事例となっている．鋼製橋脚隅角部補修については，当該橋脚が
平成 57年に隅角部疲労損傷が生じた国内で初めての橋脚であり，補修後に損傷が再発し対
応した事例として，今後の同様のケースにおいて参照されるものと考えられる． 
今後の課題としては，このような疲労損傷は増加傾向にあるが，その原因究明は未だ不
十分であり，それに対する対策も試行錯誤であることから，今後更にそれらに対する研究
が必要である．  
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皆様には有益なご教示，ご尽力をいただき有り難うございました． 
 鋼製橋脚隅角部疲労対策に関する検討では，小野裕明氏をはじめとする㈱サノヤス・ヒ
シノ明昌の皆様には有益なご教示，ご尽力をいただき有り難うございました． 
 本研究での疲労き裂性状調査や追跡調査を通して，(一財)阪神高速管理技術センター奥尾
政憲氏（故人）に多くのご教示，ご協力をいただきました．奥尾氏は永く阪神高速道路の
構造物点検調査に携わられ，あらゆる構造物の状態を熟知するまさに橋守のような存在で
したが，若くして亡くなられました．当時，懇切丁寧に教えていただいていたことがこの
ように実を結んだことを，直接ご報告出来ないのが残念でなりません．ここにご冥福をお
祈りすると共に，心より感謝の意を表します． 
 
本研究を進めるにあたり，勤務先である阪神高速道路㈱には，学位取得に対して理解と
配慮をいただいき感謝申し上げます．当時，上司の課長として，本州四国連絡橋公団より
出向で来ていただいていた伊藤進一郎氏がおられ，業務実施を通して大変多くのご指導を
いただきました．ここに深く御礼申し上げます．また，本社にて疲労問題担当だった高田
佳彦氏には，貴重なご助言をいただき，今回の論文取りまとめにおいてもご支援いただき
ました．ここに厚く御礼申し上げます．そして私は新米係長でしたが，新人として配属さ
れた今田勝昭氏，出産後復職直後の米谷作記子氏とは次々と難しい問題が起こる中で一緒
 
 
に奮闘してもらいました。ここに御礼申し上げます． 
 
私の土木工学に対する礎を作っていただいたのは学部，修士課程を過ごした近畿大学で，
入学後，土木工学に興味が持てずドロップアウトしそうになったところを叱咤激励し，導
いていただきました．修士課程での指導教官である谷平勉先生をはじめ，近畿大学の先生
方，職員の皆様に感謝申し上げております． 
 
本論文を取りまとめるにあたり，名古屋大学教授 舘石和雄先生，関西大学教授 兼清泰
明先生より貴重なご教示をいただきました．ここに深く御礼申し上げます． 
 
このように，実橋補修補強の実務から今回の論文執筆に至るまで，多くの皆様のご支援
抜きには成し得ませんでした．その時々に重要な示唆をいただきましたが，内容ももちろ
んですが，皆様の技術的真理に近づこうとする真摯な姿勢と信念に，多くのことを学ばせ
ていただいたと思います． 
 
今回，実務をやっていたころから約 10年を経て，このような研究論文として取りまとめ
ることとなりましたが，当時はただただ現場の担当者として損傷したものを補修するのに
必死で，その成果を分かりやすくまとめるとか，そういったことを考える余裕はありませ
んでした．それが少し離れてみて，改めて勉強しなおすというような形になりましたが，
そのような機会が得られたことをとてもうれしく思っております．ただ，現実は当時の記
憶も資料もなくなりつつある中で，研究として昇華させるのは私にとってはハードルの高
いもので，なかなか進捗が上がらないこともあったのですが，そこを辛抱強くご指導いた
だきました坂野先生をはじめ，ご教示，お励ましをいただきましたすべての皆様に感謝申
し上げております．今回の経験で，どのような環境にあっても勉強し続けるということの
大切さを改めて感じました．これがゴールではなく，今後も研鑽を続けていかなくてはと
思っております． 
 
最後に，今の私の年齢よりも若く亡くなった母からは，いつも「勉強をしなさい」と言
われておりましたので，何かそれが母の遺言のようなものだと思ってきたのですが，それ
が少し果たせたのではと，ちょうどこの検討をやっていた平成 17年に亡くなった父へと共
に，墓前に報告したいと思います． 
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